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熊本県議会 厚生常任委員会会議記録第 ３ 回

平成19年９月26日（水曜日）

午前10時１分開議

午後０時54分閉会

本日の会議に付した事件

議案第１号 平成19年度熊本県一般会計補

正予算（第５号）

議案第５号 専決処分の報告及び承認につ

いてのうち

議案第８号 熊本県子ども輝き条例の制定

について

議案第９号 熊本県立保育大学校条例を廃

止する条例の制定について

議案第10号 熊本県理容師法施行条例の一

部を改正する条例の制定について

議案第11号 熊本県美容師法施行条例の一

部を改正する条例の制定について

議案第19号 財産の処分について

報告第７号 財団法人熊本さわやか長寿財

団の経営状況を説明する書類の提出につ

いて

請第12号 悪質商法被害を助長するクレジ

ットの被害を防止するための割賦販売法

の抜本的改正に関する請願

閉会中の継続審査事件（所管事務調査）に

ついて

報告事項

①県関与見直し実行計画に基づく県出資

団体等の見直し状況報告について

②熊本県パーキングパーミット制度（仮

称）について

③熊本県次世代育成支援行動計画「くま

もと子育ち・子育て応援大作戦」平成

18年度の実施状況総括について

④障害者自立支援法施行に伴う利用者等

への影響調査結果について

⑤自殺対策について

⑥医療制度改革に対する対応について

⑦熊本県動物愛護管理推進計画（仮称）

の検討状況について

⑧熊本県手数料条例の一部を改正する条

例の概要について

⑨財団法人水俣・芦北地域振興財団の経

営状況について

⑩平成18年度大気・化学物質等の調査結

果について

⑪日本製紙株式会社八代工場のボイラー

に関する排出基準違反及び測定記録の

改ざんについて

⑫荒尾市浦川支流増永川（増永橋）にお

）けるＰＣＰ(ペンタクロロフェノール

の検出について

⑬平成18年度水質調査結果について

⑭公共関与による管理型最終処分場の整

備について

⑮水俣病対策の状況等について

出席委員（８人）

委 員 長 藤 川 隆 夫

副委員長 重 村 栄

委 員 大 西 一 史

委 員 福 島 和 敏

委 員 九 谷 弘 一

委 員 船 田 公 子

委 員 渕 上 陽 一

委 員 髙 野 洋 介

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

健康福祉部

部 長 岩 下 直 昭

次 長 森 枝 敏 郎

次 長 林 田 直 志
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次 長 東 明 正

健康福祉政策課長 岡 村 範 明

社会福祉課長 坂 田 憲 久

首席健康福祉審議員兼

少子化対策課長 矢田貝 泰 之

高齢者支援総室長 岩 田 宣 行

高齢者支援総室副総室長 倉 永 保 男

高齢者支援総室副総室長 橋 本 博 之

障害者支援総室長 前 田 博

障害者支援総室副総室長 若 杉 鎭 信

障害者支援総室副総室長 兼 行 雅 雄

医療政策総室長 高 橋 雄 二

医療政策総室副総室長 高 嶋 裕 治

首席医療審議員兼

健康づくり推進課長 中 田 榮 治

健康危機管理課長 牧 野 俊 彦

薬務衛生課長 早 川 弘 文

環境生活部

部 長 村 田 信 一

次 長 富 永 安 昭

次 長 駒 崎 照 雄

次 長 中 山 寛

環境政策課長 坂 本 愼 一

環境政策監兼

環境立県推進室長 森 永 政 英

環境保全課長 古 庄 眞 喜

水環境課長 林 田 源 正

自然保護課長 久 保 尋 歳

首席環境生活審議員兼

廃棄物対策課長 本 田 惠 則

廃棄物公共関与政策監兼

公共関与推進室長 山 口 洋 一

水俣病保健課長 谷 﨑 淳 一

水俣病審査課長 田 中 彰 治

食の安全・消費生活課長 山 地 あつ子

交通・くらし安全課長 江 藤 弘 文

人権同和対策課長 佐 藤 幸 男

人権センター長 福 岡 耕 治

事務局職員出席者

議事課課長補佐 徳 永 和 彦

政務調査課課長補佐 内 田 豊

午前10時１分開議

○藤川隆夫委員長 皆さんおはようございま

す。

それでは、ただいまから第３回厚生常任委

員会を開会します。

まず、本日の委員会に５名の傍聴の申し出

がありましたので、これを認めることといた

しました。

次に、今回付託された請第12号について、

提出者から趣旨説明の申し出があっておりま

すので、これを許可したいと思います。

請第12号についての説明者を入室させてく

ださい。

（請第12号の説明者入室)

○藤川隆夫委員長 説明者の方に申し上げま

す。各委員には、請願書の写しを配付してお

りますので、説明は簡潔にお願いします。

それでは、どうぞ。

（請第12号の説明者の趣旨説明)

○藤川隆夫委員長 趣旨はよくわかりまし

た。後でよく審査をしますので、本日はこれ

でお引き取りください。

御苦労さまでございました。

（請第12号の説明者退室)

○藤川隆夫委員長 次に、本委員会に付託さ

れた議案等を議題とし、これについて審査を

行います。

まず、議案等について執行部の説明を求め

、 。た後に 一括して質疑を受けたいと思います

それでは、岩下健康福祉部長から総括説明

を行い、続いて担当課長から順次説明をお願

いします。

どうぞ、着座で構いませんので。

○岩下健康福祉部長 それでは、本議会に提

案いたしております健康福祉部関係の議案の

概要につきまして御説明申し上げます。
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今回提案いたしておりますのは、予算関係

２議案、条例関係等４議案、報告１議案の合

計７議案でございます。

まず、第１号議案の平成19年度熊本県一般

会計補正予算でございますが、今回お願いい

たしております補正予算の総額は3,800万円

余の増額でございます。

その主な内容でございますが、７月の梅雨

前線豪雨により被災された方々への災害援護

資金の貸付金、それから、認知症の人とその

家族が住みなれた地域で安心して暮らしてい

くための支援ネットワークを構築するための

経費等の増額でございます。

これによりまして、特別会計分を含めまし

た健康福祉部の予算総額は1,058億6,000万円

余となります。

次に、第５号議案の専決処分の報告及び承

認についてでございますが、７月６日からの

大雨災害によりまして、特に被害が大きかっ

た下益城郡美里町には、災害救助法を適用い

たしました。被災者に対する災害救助費等に

つきまして、緊急に予算措置を講ずる必要が

ございましたので、７月27日、総額4,600万

円余の一般会計補正予算について知事専決処

、 、分を行いましたので 御報告させていただき

御承認をお願いするものでございます。

その主な内容でございますが、被災された

方々のための応急仮設住宅の建設や避難所の

設置、維持、断水世帯への飲料水の供給等の

対応に要する経費を計上させていただきまし

た。

なお、避難された住民の方々への対応とし

て、保健師による健康相談、それから心理判

定員によるこころのケア及び避難所における

衛生指導等を実施したところでございます。

被災者の方々が少しでも早く安心して生活

を送ることができるよう、美里町と十分連携

を図りながら、適切に対応してまいります。

次に、第８号議案の熊本県子ども輝き条例

の制定についてでございますが、子供が輝く

熊本づくりの機運を醸成し、県民一人一人に

よる取り組みを推進する必要があるため、条

例を制定するものでございます。

次に、第９号議案の熊本県立保育大学校条

例を廃止する条例の制定についてでございま

すが、平成21年３月末、熊本県立保育大学校

を廃止するため、関係する条例を廃止、改正

するものでございます。

次に、第10号議案の熊本県理容師法施行条

例の一部を改正する条例の制定について及び

第11号議案熊本県美容師法施行条例の一部を

改正する条例の制定についてでございます

が、理・美容所の衛生水準の維持や利用者の

清潔保持のため必要な設備である洗い場の設

置義務を明確にするなど、関係規定の整備を

行うものでございます。

次に、報告第７号の財団法人熊本さわやか

長寿財団の経営状況を説明する書類の提出に

ついては、県が基本財産の一部を出捐してお

ります熊本さわやか長寿財団の経営状況につ

いての報告でございます。

このほか、県関与見直し実行計画に基づく

県出資団体等の見直し状況報告についてな

ど、８件につきまして御報告させていただく

ことといたしております。

なお、去る７月16日、新潟県中越沖地震が

発生し甚大な被害をもたらしましたが、県の

支援活動としまして、保健師、薬剤師で構成

する県職員の保健医療チームを、去る８月12

日から31日までの20日間、現地に派遣し、被

災者の方々への保健医療活動を行いました。

被災地の一日も早い復旧をお祈り申し上げま

す。

以上が今回提案いたしております議案等の

概要でございますが、詳細につきましては、

関係各課長、総室長から説明させますので、

よろしくお願い申し上げます。

○藤川隆夫委員長 それでは、続きまして、

坂田社会福祉課長。――可能な限り簡潔に説
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明をお願いします。

○坂田社会福祉課長 社会福祉課でございま

す。

説明資料の２ページ、お願いいたします。

、 、補正予算関係でございますけれども 今回

遺家族等援護費として200万5,000円の増額補

正をお願いいたしております。

、 、内容 説明欄に記載しておりますけれども

中国から帰国した残留邦人等に対します国の

支援策の拡充により、今回事務費の追加等が

あったものでございます。

これらの方々、帰国後年数がたっておりま

すものの、言葉の問題、あるいは高齢化に伴

い就労が困難など社会的、経済的な自立がで

きず、現在約６割の方が生活保護を受給いた

しております。これまでもいろんな支援策を

実施してまいりましたけれども、今回、特に

生活保護を受給されている方々を対象に、日

本語教室、あるいは交流会の参加、日本語習

得のための交通費、教材費等を支給するもの

。 、でございます よりきめ細やかな支援を行い

自立を促進していくということでございま

す。全額国庫でございます。

以上でございます。

○矢田貝少子化対策課長 まず、説明資料の

３ページをお開きください。

補正予算のお願いでございますが、まず、

１の児童健全育成費、保育士研修の在り方検

討事業でございます。

今回、議案第９号として保育大学校の廃止

条例を提案しておりますけれども、今回の補

正は、保育大学校のあり方の検討においてそ

の充実をするよう求められておりました今働

いている現任保育士さんの研修について、研

修のあり方、役割分担などについて、保育団

体、保育士養成の学校、学識経験者などの皆

様から成る研修検討会を設置し、検討するた

めの費用、50万円余の補正をお願いするもの

でございます。

次に、児童相談所費の(1)オレンジリボン

キャンペーン事業についてでございますが、

11月が児童虐待防止月間となっており、こと

しは、その一環として、オレンジリボンとい

うシンボルマークを全国統一でこの児童虐待

防止推進のために普及させていこうというこ

とになっております。

本県も11月に虐待防止の全国フォーラムを

実施いたしますけれども、その本県におきま

しても、オレンジリボンの配布もしくは児童

虐待防止推進のための情報誌の作成等、国庫

10分の10の事業でございますけれども、この

事業を推進していきたいということで、312

万円余の補正をお願いするものでございま

す。

(2)の「こうのとりのゆりかご」を巡る課

題の検証事業についてでございます。

これは 熊本市慈恵病院が設置しました こ、 「

うのとりのゆりかご」につきまして、熊本市

とも連携しながら、有識者から成る検証会議

の方を設置いたしまして、個別の事例を踏ま

え、児童福祉における課題や制度上の問題な

どについて中期的な観点から検証を行うため

の費用、77万円余の補正をお願いするもので

ございます。

補正予算については以上でございます。

次に、おめくりいただきまして、説明資料

の９ページ、議案第８号の熊本県子ども輝き

条例の制定についてでございます。

この条例案の説明の前に、別冊資料でＡ４

、 、の横で 熊本県子ども輝き条例(案)について

厚生常任委員会説明資料補足資料というもの

が机の上に配られているかと思います。まず

これで簡潔に経緯等につきまして御説明した

上で、条例案について御説明申し上げたいと

いうふうに思います。

まず、このＡ４の横の別冊資料から御説明

させていただきますが、条例検討の背景につ

きましては、少子化の進行、家庭、地域の教
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育力の低下など、子供を取り巻く環境が大き

く変化している中、子供が輝く熊本づくりの

機運を醸成し、県民一人一人の取り組みを進

めていくために、この条例の検討をしている

ものでございます。

２を飛ばしまして、３の検討の経緯でござ

います。

パブリックコメント案の作成、なるべく県

民の皆様に共感できるような条例をつくって

いこうということで、外部有識者の方、もし

くは子供たちの子ども会議などで出された意

見を庁内でもみまして、６月定例県議会に御

報告の上、パブリックコメントの案を作成し

たものでございます。

(2)意見聴取の実施でございますが、パブ

リックコメントとともに、地域会議、子ども

会議などを開催しまして、336件、233人の意

見を聴取したものでございます。

この補足資料２ページをおめくりいただき

ますと、その詳細が書いてございますが、例

えば、②に書いてございますように、県内11

カ所での地域会議、あるいは③に書いてござ

いますとおり、県内の関係団体、もしくは有

識者、学識者の方も集まるくまもと子育ち・

、 、子育て応援大作戦推進協議会 もしくは小中

高校、大学生による子ども会議などを経まし

て、この条例案について御意見をいただいて

きているというものでございます。

(3)にございますとおり、この御意見を踏

まえて幾つかの修正をした上で今回提案をし

ているものでございます。

この補足資料３ページ、参考１と書いてい

るものでございますけれども、日本国憲法、

児童憲章、権利条約、権利宣言など、こうし

たものがある中で、熊本県としてもメーンと

なる子ども輝き条例を制定し、下に書いてあ

る子供に関する具体的な施策を計画等に基づ

いて進めていくという位置づけでございま

す。

おめくりいただきまして、４ページ、全体

、 、構成案 参考２と同じでございますけれども

この条例案、中身につきましては、県民皆で

共有する基本理念、県民ぐるみで育てていく

ための育ちの環境づくり、子供に教え伝えて

いくこと、さらに、それぞれの役割、県の取

り組みを大きく規定するものでございます。

５ページからの参考３につきましては、先

ほど御説明した地域会議等で出された意見を

６つに分けて書いてございます。

(1)、(2)の意見が一番多かったものでござ

います。条例そのものはいいんだけれども、

これを具体的な施策、行動に結びつけていく

ことが大事であるとか、この条例そのものは

いいんだけれども、これを各家庭、すべての

子供たちの親などに浸透させていくことが大

事であるというような御意見をいただいてお

ります。

また、(3)肥後っ子の日の取り組み、具体

的な取り組みを進めてほしい、(4)その際、

、 、もしくはその条例の周知 実施に当たっては

県の施策との整合性を整理して混乱が生じな

いよう進めるようというような意見がござい

ました。

また、６ページでございますが、親が育つ

施策の推進が必要、また、親だけに責任があ

るわけでなくて、これをいかに見守っていく

かというような御意見も多くございました。

それと、パブリックコメントの方で、今回要

望、陳情書も出されているようでございます

が、児童の権利に関する条例というものを前

提として条例を検討すべきであるというふう

な御意見がございました。これにつきまして

は、本会議でも知事から答弁いたしましたけ

れども、そうしたものも踏まえて今回条例を

検討してきているというものでございます。

７ページ、参考４は、これは子ども会議で

出された意見でございます。参考にしていた

だければというふうに思います。

、 、それでは 本資料に戻っていただきまして

本資料の９ページ、10ページ、11ページが実
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際の条例案、12ページ、13ページが概要でご

ざいますので、どちらを見ていただいても構

いませんが、12ページの概要の方で御説明を

させていただきたいというふうに思います。

まず、前文につきましては、条例制定の趣

旨を記載しております。

また、第１条に、このすべての子どもが輝

、 、く熊本の実現に向けた取組に関し 基本理念

基本となる事項を定めるという目的を明記し

ています。

第２条に、子供の定義、18歳未満の者と定

義しております。

第３条、基本理念として３つ定めてござい

ます。

まず、すべての子どもは、世界に一つのか

けがえのない存在であること、２番目として

、 、社会の一員としてその人権 個性が尊重され

最善の利益が考慮されること、３点目に、子

どもは、愛され、大切にされる存在であると

感じ、安心して育つことができるの３つを基

本理念としております。

第４条は、県民ぐるみで整備していく子供

の育ちの環境づくりというもので、４点掲げ

てございます。

すべての子どもが、みずから進んでよく学

び、遊び、さまざまな人と触れ合い、体験が

できるという環境づくり、２点目が、すべて

の子どもが、発達段階に応じて適切な指導を

受けながら、伸びていく力が引き出される、

３点目が、いじめ、虐待、犯罪、事故などか

ら守られる、４点目が、孤立感を持つことな

、 、 、 、 、く 家庭 学校 地域のきずなの中で 喜び

悲しみなどを共有して育っていけるというも

のでございます。

第５条でございますけれども、県民が、み

ずから手本となりながら、子供がみずから学

び、心豊かに育つために、教え、伝えていく

こと、４点記載してございます。

、 、命を大切にするとともに 他人を思いやり

感謝すること、２点目として、社会の規律を

守り、家庭、地域の一員としての役割を果た

すこと、３点目として、郷土、自然、文化、

伝統を大切にすること、４点目として、未来

に夢を持ち、困難を乗り越え、自立していく

ことを掲げてございます。

第６条におきましては 「 それぞれの役、（

割 」として、保護者の役割、第一義的な責）

任があるという役割、２点目として、教育、

保育関係者の役割、専門性を高め、互いに協

力、支援するというもの、３点目として、県

民及び事業者が、子どもを地域、社会全体で

育てていくという認識のもとで、子どもの育

ちを支えるという役割を定めております。

、 、「（ ）」 、また 第７条では 県の取組 として

まず、県が子どもに関する施策を計画的、総

合的に推進していくもの、そして２点目とし

て、県民に対する広報、普及啓発、必要な支

援に努めていくというふうに記載しておりま

す。

最後、毎月15日を肥後っ子の日といたしま

、 、 、 、 、して 御家庭 学校 職場 事業所において

子供が輝く熊本づくりのための取り組みをこ

の日をきっかけとして進めていただく日とい

うことで定めているところでございます。

以上が子ども輝き条例(案)の概要でござい

ます。

最後に、もう１つ、条例案でございます。

14ページをお開きください。

熊本県立保育大学校条例を廃止する条例の

制定についてでございます。

熊本県立保育大学校につきましては、６月

の定例県議会の方でもお答えさせていただき

ましたとおり、保育を取り巻く環境の変化、

保育士養成施設の現状等から廃止することを

県として方針を決定したものでございます。

このため、保育大学校設置条例を廃止する条

。 、例案を提案するものでございます あわせて

入学試験や在学証明書に係る手数料条例、証

紙条例の規定の改正を行うものでございま

す。
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条例の施行は、現在、入学、学校にいらっ

しゃる学生さんが卒業された後の平成21年４

月１日としております。

御審議のほどよろしくお願いいたします。

以上でございます。

○岩田高齢者支援総室長 高齢者支援総室で

ございます。

説明資料の４ページをお願いします。

老人福祉費でございます。

、 、 、右側説明欄 高齢者福祉対策費 新規事業

認知症地域支援体制構築等推進事業でござい

ます。

これは、認知症の人とその家族が住みなれ

た地域で暮らしていくため、特に専門的な支

援を行う体制の構築を目指しまして、県内の

２市町村においてモデル地域を定めまして、

支援ネットワークを構築するための事業でご

ざいます。

全額国庫の事業でございます。

以上、予算につきましては、高齢者支援総

室、1,126万6,000円の増額補正をお願いして

おります。

よろしくお願いいたします。

引き続きまして、説明資料の20ページをお

願いいたします。

報告第７号財団法人熊本さわやか長寿財団

の経営状況を説明する書類の提出についてで

ございます。

説明につきましては、お手元に別冊資料が

配付されているかと思いますが、経営状況を

説明する資料がございます。こちらに沿って

御説明させていただきます。

まず、財団法人熊本さわやか長寿財団でご

ざいますが、これは、高齢者の生きがい、あ

るいは健康づくりの推進を目的に、平成３年

に、県、市町村、民間等が出資をしまして設

立した団体でございます。

まず、18年度の事業報告でございます。

２ページをお願いいたします。

事業の概要につきましては、１から６まで

記載しておりますが、各事業の詳細につきま

しては、３ページ以降で説明をさせていただ

きます。

主なものについて御説明をいたします。

まず、３ページの２番の(1)熊本さわやか

大学校の開校でございますが、高齢者の生き

がい再発見、仲間づくり、社会参加のための

リーダー養成等を目的に、熊本さわやか大学

校を開校、運営しております。ここにござい

ますように、熊本校、八代校合わせて、170

名の方が卒業しておられるところでございま

す。

４ページをお願いいたします。

真ん中あたり、(2)高齢者スポーツ・文化

の集いでございます。

これは、全国健康福祉祭、いわゆるねんり

んピックの県予選も兼ねたスポーツ・文化の

集いでございまして、毎年県内から約3,000

人を超える高齢者の方々に御参加いただいて

おります。高齢者の生きがい、健康づくり、

あるいは相互親睦に向けて取り組んでいただ

いているところでございます。今後、平成23

年に熊本で行われます全国のねんりんピック

大会に向けて、さらに機運を盛り上げていく

必要があると考えております。

５ページをお願いいたします。

３番の(1)熊本さわやか知恵袋活用システ

ムの運営でございます。

高齢者の知識や経験を地域社会に還元する

ということを通して、高齢者の生きがいづく

りを推進するという観点から、この熊本さわ

やか知恵袋活用システムというものを運営し

ております。

具体的には、ここに掲げておりますような

、 、 、それぞれの技術につきまして 市町村 社協

老人福祉施設等各種団体に紹介しておりまし

て、小学校での伝承工作会や老人ホームでの

慰問等、延べ3,325回の活動をしていただい

ております。
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６ページをお願いいたします。

一番上、４番のサラリーマンＯＢ対策事業

でございますが、さわやかシニアくらぶ支援

事業を実施しております。

サラリーマン退職者の方々で組織運営され

ますさわやかシニアくらぶでございますが、

主に退職者を対象として、手づくりのイベン

トを企画、実施する取り組みを支援しておる

ものでございます。

次に、５の(1)でございますけれども、高

齢者総合相談センターの運営でございます。

高齢者及びその家族が抱えるさまざまな問

題、悩みにつきまして相談に応じるため、こ

のセンターの運営を行っているところでござ

います。

それから、７ページをお願いいたします。

(2)の高齢者無料職業紹介所の運営でござ

います。

高齢者の就業機会の拡大を図ることから、

職業紹介を行いますこの無料職業紹介所の運

営もやっておりまして、ここに書いておりま

すように、18年度は、就職数としまして513

名、これは過去最高でございますが、この就

職に結びついているところでございます。

次に、その下の６、介護実習・普及センタ

ー運営事業でございますが、県民の皆さんに

対する介護意識の啓発、介護知識、技術の習

得のための講座などを開講しておりまして、

3,644名の方に受講いただいております。

それから、１つ飛びまして、９ページから

10ページでございますが、こちらが18年度の

決算でございます。

９ページが収入でございまして、一番下の

欄、収入合計が１億3,757万4,695円でござい

ます。

10ページが支出でございます。下から３段

目の欄でございます。その決算額をごらんい

ただきますと、１億1,879万8,976円の支出で

ございます。

一番下の次期繰越収支差額でございます

が、1,877万5,719円を18年度から19年度に繰

り越しているところでございます。

次に、14ページ以降に本年度の事業計画を

掲げておるところでございます。

、 、14ページからでございますが 基本的には

本年度も、おおむね18年度と同様の事業にさ

らに力を入れて取り組んでいく予定でござい

ます。

最後に、18ページに本年度の予算を掲げて

おるところでございます。

事業の効率化等によりまして、県からの補

助金、委託料等収入を前年度に比べまして約

320万円削減する一方、資金運用方法の改善

によりまして、利息収入を約13万円ふやして

いるところでございます。

予算の執行に当たりましては、より一層効

率的な執行に心がけまして、適切な財団運営

が行われますよう努めてまいりたいと考えて

おります。

以上、よろしくお願いいたします。

○前田障害者支援総室長 障害者支援総室で

す。

説明資料の５ページをお願いいたします。

精神保健費でございます。

332万7,000円の増額補正をお願いいたして

おります。

内容でございますが、県の地域自殺対策推

進事業が、国の方から、平成19年から３年間

のモデル事業としての指定を受けました。そ

れに伴う内示の増があったものでございま

す。

自殺対策連絡協議会の開催や自殺予防のた

めの啓発事業等に取り組むことといたしてお

ります。

３年間の事業計画の概要につきましては、

後ほど報告事項で御説明をさせていただきた

いと思います。

次に、民生施設単県災害復旧費でございま

す。
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285万9,000円の増額補正でございます。

本年７月６日の大雨によりまして、宇城市

にあります県の福祉エリアであります希望の

里で、のり面の土砂崩れがあり、その復旧に

伴う経費でございます。

以上、総額618万6,000円の増額補正でござ

います。

よろしくお願いをいたします。

○牧野健康危機管理課長 健康危機管理課で

ございます。

資料の６ページから８ページまでについて

御説明いたします。

、 、これは ７月６日からの大雨による災害で

７月９日に美里町に災害救助法を適用したこ

とにかかわる予算でございます。

まず、６ページの９月補正関係でございま

すが、災害援護資金貸し付け事業で補正額1,

500万円を計上しております。

この貸し付け事業は、市町村が実施主体と

なりまして、災害で被害を受けられた世帯に

対して、生活の立て直しのために貸し付ける

ものでございます。美里町に災害救助法が適

用されたことによりまして、県下全市町村が

対策地域となります。このうち、美里町と熊

本市が当事業による貸し付けを予定しており

ますことから、これに伴う経費を計上するも

のでございます。

次に、８ページをごらんください。

７月専決予算関係でございます。

災害救助事業でございますが、補正予算額

。 、4,624万5,000円となってございます これは

災害救助法が適用されました美里町におきま

す被災者に対する飲料水の供給とか応急仮設

住宅などの救助に要した経費でございます。

この救助の実施につきましては、より迅速に

災害に対処するという趣旨から、災害救助法

に基づきまして、美里町に委任をして実施を

しております。

この災害救助法の規定に基づく必要な経費

につきまして、執行に時間的いとまがなかっ

たということで、知事専決処分により行いま

したので、御報告と御承認をお願いするもの

でございます。

以上です。

○早川薬務衛生課長 薬務衛生課でございま

す。

資料の16ページをお願いいたします。

議案の10号熊本県理容師法施行条例の一部

を改正する条例の制定についてでございます

が、説明は、17ページの条例(案)の概要によ

り説明をさせていただきます。

まず、条例改正の趣旨についてでございま

すが、理容所における衛生水準の維持や利用

者の清潔保持のため必要な設備であります手

指等の洗浄を行うための洗い場及び洗髪を行

うための洗い場の設置義務を明確にするた

め、関係規定の整備を行うものです。

具体的な内容についてでございますが、こ

れまで理容所の開設に際しましては、法令の

運用によりまして、各保健所において、必ず

洗い場を設置するよう指導してきたところで

ございます。ところが、近年、条例に明確な

規定が、ままその設置を求めることが困難な

事例が生じておりまして、指導の根拠を持た

せる必要があるため、洗い場の設置義務を明

記するものでございます。

次に、施行日についてでございますが、こ

れまで保健所で洗い場を必ず設置するよう指

導してきた結果、県内に設置していない理容

所は存在しないということから、公布日に施

行することといたしております。

引き続き、18ページの議案第11号熊本県美

容師法施行条例の一部を改正する条例の制定

について御説明をさせていただきます。

こちらの方も、19ページの条例の概要によ

って説明をさせていただきます。

本条例の制定におきましても、美容所にお

ける洗い場の設置義務、施行日につきまして
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は、さきに御説明をいたしました熊本県理容

師法施行条例の一部を改正する条例の制定と

同様の趣旨でございますので、説明を省略さ

せていただきますが、これまで美容所におき

ましては、理容所と異なり、洗髪する場所の

面積を除いて美容所の面積を判定してきたと

ころでございます。しかしながら、衛生上の

観点から、美容所に対して、洗髪する場所の

面積を別に設けさせる理由はないことから、

今回は、理容所とあわせて、洗髪する場所の

面積を含めて美容所に必要な面積を判定する

ことといたしまして、理容師法施行条例との

整合性を図るものでございます。

以上でございます。

○藤川隆夫委員長 次に、環境生活部から村

田部長に総括説明を、続いて担当課長から順

次説明をお願いします。

○村田環境生活部長 環境生活部関係の議案

の概要につきまして御説明を申し上げます。

今回御提案申し上げております議案は、予

算関係１議案、条例関係等１議案の合計２議

案でございます。

まず、第１号議案の一般会計補正予算でご

ざいますが、総額1,300万円余の増額補正を

お願いいたしております。

主な内容といたしましては、国庫補助の額

の確定に伴います公害健康被害補償給付事務

費に係る交付金の精算返納金などを計上いた

しております。

、 、また 富岡ビジターセンターにつきまして

指定管理者への管理運営業務委託に係る債務

負担行為の設定をお願いいたしております。

これによりまして、環境生活部の補正後の

予算総額は、一般会計と特別会計を合わせま

して、196億4,400万円余となります。

次に、第19号議案の財産処分についてでご

ざいますが、これは、国民休暇村南阿蘇の県

有地について、阿蘇くじゅう国立公園南阿蘇

集団施設地区事業用地として環境省に売却を

行うものでございます。

次に、水俣病対策につきまして御報告いた

します。

与党プロジェクトチームから、７月に、新

たな救済策についての中間取りまとめが示さ

れ、また、８月には「現に四肢末梢優位の感

覚障害を有する方を広く対象として一律に救

済する」などの考え方が示されました。これ

を受けて、現在、新たな救済策の最終提案が

なされるよう、関係団体との協議等が行われ

ております。できるだけ多くの被害者の方々

の理解が得られ、水俣病の最終的、全面的な

解決につながる救済策が一刻も早く実現され

、 、るよう 県議会の力強い御支援を賜りながら

精いっぱい取り組んでまいります。

このほか、財団法人水俣・芦北地域振興財

団の経営状況についてなど、７件につきまし

て御報告させていただくこととしておりま

す。

以上が今回御提案申し上げております議案

等の概要でございますが、詳細につきまして

は、関係課長が御説明いたしますので、よろ

しく御審議のほどお願いを申し上げます。

○古庄環境保全課長 環境保全課でございま

す。

説明資料22ページをお願いいたします。

公害規制費で81万2,000円の増額をお願い

しております。

これは新幹線騒音に係る国庫委託調査でご

ざいます。この調査は、新八代駅以南県境ま

での６地点について改善の状況を確認するた

めの調査です。

よろしく御審議をお願いいたします。

○久保自然保護課長 自然保護課でございま

す。

富岡ビジターセンターの管理運営業務の債

務負担行為の設定ということで御説明申し上
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げます。

23ページでございます。

富岡ビジターセンターにつきましては、平

成17年４月にオープンいたしまして、当初か

ら指定管理者制度を導入しております。相手

方は苓北町でございます。この委託期間につ

きましては、来年３月をもって終了いたしま

す。引き続き、第２期の指定管理者、平成20

年から22年度を予定しておりますけれども、

それを募集するに当たり、将来にわたって債

務負担する必要があること、また、県が募集

を行うに当たっては委託料の限度額を応募者

に示す必要があることから、今回債務負担行

為の設定をお願いするものでございます。

ちなみに、債務負担行為額は1,399万8,000

円でございまして、前回、1,682万2,000円よ

り282万4,000円余の減額となっております。

これにつきましては、主に、固定経費、光熱

水費等の見直しによるものでございます。

、 、また 今後のスケジュールにつきましては

今回債務負担行為の承認をいただければ、指

定管理者の募集を行い、選定委員会で指定管

理者の候補者を選定いたしまして、その候補

者につきまして２月議会で御審議いただくと

いうふうな手順になっております。

説明は以上であります。

引き続きまして、25ページをお願いいたし

ます。

財産の処分について御説明をいたします。

今回御審議をいただく処分財産でございま

すけれども、阿蘇郡高森町大字高森に所在し

ております休暇村南阿蘇貸付地の土地21筆で

ございます。処分面積につきましては、30万

、 。9,749.6平米 約31ヘクタールでございます

処分の相手方は環境省でございます。

26ページをお願いいたします。

処分財産の概要について御説明いたしま

す。

今回処分いたします財産は、県が昭和49年

から50年にかけまして国民休暇村の誘致を目

的に取得した土地でございます。環境省と財

団法人休暇村協会が事業主体となりまして、

昭和51年に南阿蘇国民休暇村としてオープン

、 。 、し 現在に至っております 土地については

環境省及び財団法人休暇村協会と賃貸借契約

を締結しております。今般、環境省から、休

暇村のある南阿蘇集団施設地区全体の整備見

直しのため、譲渡要望がありまして、県とい

たしましては、県有地すべてを買い上げてい

ただきたいと考え、協議を重ねてきました。

環境省の当初の意向は、環境省への貸付地の

みを買い上げるものでしたけれども、県の要

望を踏まえ、休暇村の貸付地の一部も取得す

ることになりました。その結果、処分財産に

つきましては、県有地全体の約98％に相当い

たします。先ほど言いました30万9,749.65平

米となったところでございます。

売り払い財産の評価に当たりましては、今

年３月の時点で、不動産評価、株式会社九州

不動産鑑定所に評価をお願いしております。

ちなみに、財産処分につきましては、財産

審議会の諮問事項とされておりまして、８月

29日に開催されました第129回熊本県財産審

議会において審議されまして、その結果、休

暇村南阿蘇貸付地を売り払うこと及び売り払

い予定価格１億3,510万円以上とすることに

ついては、適当との答申を得たところでござ

います。

なお、処分の予定価格の１億3,530万円に

つきましては、環境省からの買い取り金額で

ございます。

以上でございます。よろしく御審議をお願

いします。

○田中水俣病審査課長 水俣病審査課でござ

います。

説明資料の24ページをお願いいたします。

公害保健費として1,264万7,000円の増額補

正をお願いしております。

これは、説明欄にございますように、昨年
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度の公害健康被害補償給付事務費交付金にお

きまして、当初見込みより実績が下回ったこ

とによりまして、国庫支出金の精算返納を行

うものでございます。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○藤川隆夫委員長 以上で執行部の説明が終

了しましたので、議案等について質疑を受け

たいと思います。

質疑はありませんか。

○大西一史委員 まず、少子化対策課、まず

というか、たくさんあるんですが、少子化対

策課の方にお尋ねをしたいと思いますけれど

も、１つ、これは予算関係で上がっておりま

すが、３ページ、児童健全育成費の保育士研

修の在り方検討事業、これについてですけれ

ども、６月定例県議会で、これはある意味で

は、保育大学校の廃止条例とあわせて、これ

は先に向けての研修機関のあり方についてと

いうことで、この健全育成費ということで検

討会を設置するということでの予算の計上だ

というふうに思いますが、６月の委員会の場

で、私の方からは、廃止の条例を提案するま

での間に十分いろいろな意見を聞くようにと

いうことを申し上げておったかと思います

が、その辺の状況。

それから、この学識経験者等々、メンバー

、 、も含めて どういった内容のものを設置して

いつごろまでに結論を導き出そうというふう

にお考えなのか、その見通しをまずお聞かせ

いただきたいと思います。

○矢田貝少子化対策課長 まず、６月議会報

告後の動きでございますが、６月議会に報告

するまでの間に、保育の同窓会の方含めて、

さまざまな観点で意見のやりとりはさせてい

ただきました。その結果を踏まえて、６月議

会の方に県としての方針の方を御説明させて

いただいたというものでございます。その後

１回同窓会の方にもお会いしてますけれど

も、決定したんですねということでお話があ

。 、 、っています その際も やはりその場合には

その後のやはり県が何をするか、ただ廃止す

るだけではなくて、研修というものをどう充

実させていくかということについては、いろ

いろなところで御指摘をいただいているとこ

ろでございます。このため、今回補正予算に

もお願いしてますとおり、この検討の場を設

けまして、保育団体等集まっていただきまし

て、どのような中身のものを検討するか、そ

れをどういう体制で実施するのかということ

について検討していきたいなというふうに考

えてございます。

21年４月からフルにこの新たな研修という

、 、ものが実施できるように なるべく今年度中

もしくは遅くとも来年度の初めまでには大き

な枠組みというものを決定いたしまして、そ

の後、具体的なカリキュラム、どのような先

生で、どのような内容でやるかというカリキ

ュラムについての検討を来年度入ってから実

施していきたいと。その中で、フルに開始す

るのは21年４月からですけれども、現任の保

育士さんの研修ということは重要なことでご

ざいますので、できるだけできるものから手

をつけてやっていきたいというふうに今検討

を進めたいと考えているところでございま

す。

○大西一史委員 この件に関しては、随分や

っぱり６月議会の前にも、もめたというか、

非常に同窓会なり関係者の人たちとの間での

いろんな問題もあった、議会ともいろんな質

疑もあったわけでありますので、やはり新た

な研修機関を設置するに当たっては、本当に

多くの方の意見がきちっと反映されるよう

な、そういう場をきちっとつくっていただき

たい。保育団体、保育士養成施設、学識経験

者等と、こういうふうになっておりますけれ
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ども、ぜひ保育大学校の同窓会の方あたりも

きちんと入っていただいて、みんなが理解す

るような形で、その専門家のより高度な専門

家集団を育成するための研修機関としてやっ

ていただくように、きちっと議論を進めてい

ただきたいと思いますので、その点に関して

は期待をし、要望をさせていただきたいと思

います。

続けてよろしゅうございますか。

○藤川隆夫委員長 どうぞ。

○大西一史委員 その次の児童相談所費の、

これは全額国費ですけれども、オレンジリボ

ン・キャンペーン事業、このオレンジリボ

、 、ン・キャンペーン事業については 別に特段

それは矢田貝課長がこうつけておられるので

――それですね、見せるために多分つけてお

られたから……。

○矢田貝少子化対策課長 はい、そうでござ

います。

○大西一史委員 あ、それがオレンジリボン

ということなんですけれども、実はこれまで

私は、リボンといったらたくさんいただいて

まして、レッドリボン、これはエイズ患者に

対する理解と支援、イエローリボン、これは

障害者への理解、自立と社会参加、あと、ブ

ルーリボンは、これはもう拉致被害者の救出

ということで日本であってますけれども、カ

ナダでは、児童喫煙防止というような格好に

なっている。リボン、リボンで調べていくと

物すごい数があるんです。ブルーリボンもあ

れば、バイオレットリボン――知らないでし

ょう。ホジキン病、がんの一種、患者の生活

改善活動、グリーンリボン、森林保護、クリ

、 、 、ーンエネルギー 公害防止 シルバーリボン

脳に障害のある人に対する偏見の払拭、そら

色リボン、性同一性障害、こうやって山のよ

うにあるわけでありますが、なぜ――オレン

ジリボンは、これは児童虐待というのは非常

に大事な事業であるんですけれども、これは

国費で全国統一で相当力を入れてやっている

んだろうかというのがちょっと不思議だった

もんですから、これに関して私は推進してい

ただいて結構だと思いますけれども、リボン

をつければ何でも解決するという問題ではな

くて、やっぱり意識を持つという意味でのシ

ンボルということなんだろうというふうに思

いますが、その点何か国の方から言ってきて

いるとかその動きであるとか、何かお答えい

ただける範囲で。

○矢田貝少子化対策課長 私もつけておりま

すが、まさにリボンをつけたからといってそ

の虐待がなくなるということ、当然直接そう

いうものではないわけでございますけれど

も、国の方からこのキャンペーンを実施する

というときの背景のようなもの、聞いている

、 、限りで御報告させていただきますと １つは

今、児童虐待の問題というのが、それは身体

的な虐待もあれば、ネグレクトのようなもの

もあります。そういうものがふえてきている

というのが１点。

それともう１点が、これまではそういうの

は、専門家、専門的な児童相談所とか、そう

いうところでの対応だったわけでございます

けれども、やはりこれだけ数もふえて深刻に

なっているという中では、住民一人一人が、

例えば、ちょっと隣の子供が最近泣き声が聞

、 、こえるとか ちょっと最近やせてきたなとか

服を着がえてないなとか、それは、住民の方

であったり、保育所の方であったり、例えば

歯医者さんで虫歯発見のときからそういうこ

とを発見したりということで、要すれば、国

民一人一人がこの児童虐待というものに関心

を持って対応していかなければ到底防ぎ切れ

ないというものがある中で、その国民一人一

人が取り組んでいくんだよというきっかけと
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して、このリボンというものを１つつくって

いこうということで、今年度から検討をされ

ているというものというふうに聞いてござい

ます。

当然まだ今年度初めての取り組みでござい

ますので、それをまだ周知はこれからという

ことでございますけれども、本県ほか幾つか

の自治体で、こうしたオレンジリボンに関す

るキャンペーンなど、一斉に11月に開催をい

たしまして、例えば、聞くところによると、

東京都庁をオレンジでライトアップしたり、

レインボーブリッジも何かそういうのでライ

トアップしたりとか、もしくはこのリボンを

つけてパレードをしたりというようなことを

して、みんなでこの児童虐待防止に取り組ん

でいくということを、機運を盛り上げていき

たいということのようでございます。

熊本市においても、例えば、今走っている

市電、路面電車の方をオレンジ色にラッピン

グして11月から走らせるというようなことも

するということでお伺いしていますので、リ

ボンをつければすべて解決というわけではな

いんですけれども、このリボンをきっかけに

して、住民一人一人が児童虐待防止に関心を

持って、それを防いでいくという取り組みを

進めていきたいと、県としても進めていきた

いというふうに考えているものでございま

す。

○大西一史委員 私は、素朴に、ほかのリボ

ンもやっぱりそれは本当に国も、じゃあレッ

ドリボンなんか全部やったのかどうかという

と、そんな記憶は余り私はないような気がし

ますし、民間団体でやっているもの、いろん

なＮＰＯとか、いろんな団体でやっているリ

ボンとか、ちょっといろいろ違うと思います

けれども、国策としてこれはキャンペーンを

張っていくということでしょうから、国費で

全額やるということですから、それはそれで

意義があるものにしていただきたいというふ

うに思いますけれども、そういうほかのもの

もちゃんと状況を見ながらこういうものは進

めていただきたいなというふうに思います。

それと、まだ続けて……。

○藤川隆夫委員長 よかですよ。――ほかに

いらっしゃいますか。

○大西一史委員 どうぞ、どうぞ。

○福島和敏委員 それでは、きょうは矢田貝

課長は大変だろうけれども、提案されました

子ども輝き条例について説明をお願いしたい

と思いますが、実はこの案は、私が所属する

民主・県民クラブの渡辺議員が２月の一般質

問で知事に質問をした、よその県でこういう

のがあるけれども、熊本県はどうかという提

案をされたのに即知事が乗ったという経緯

が、その中でスタートしたということですけ

れども、この案が、今ここに説明があったと

、 、おり どんどんどんどん話が先に進みまして

もうパブリックコメントも済み、９月、この

定例議会へ提案されるというところまで来

た、このスピード感のあるものは、これは褒

めるべきだと思うんですね。しかし、その中

身についていろいろな意見がたくさん出てい

ることは皆さん御存じだと思います。

その意見を今まで――先ほども出た有識者

の皆さん方とかいう話がありましたけれど

も、いろんな一般の人を集めてこういう案を

説明されても――私も、最初見たとき、いい

のか悪いのかという判断がつきません。ここ

にいらっしゃる委員の皆さん方も、この条例

についてどう思われますかと言われたってほ

とんどわからない。何でかというと素人だか

らです。それが、今回ここに熊日さんの８月

28日の新聞にも載ってますが「拙速 大人の

目線で」という、全くこういう議論がなされ

てないんじゃないかというのが実は民主・県

民クラブの統一した意見なんですね。なかな
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か意見が折り合わないというんですか、実際

きょう採決をされるのにどうしたらいいかと

いうことで非常に皆さんが悩んでいると。な

ぜこういう有識者の皆さんが、これも書いて

ありますね、有識者の皆さん方が何で意見を

聞いてくれないのかというふうなことに対し

て、矢田貝課長は、事前に彼らの話を聞くべ

きだったかなと新聞に書いてあるんですね。

そんな状況の中で、私、先日説明を受けたと

き、この案はベストなのと聞いたら、ベスト

ですと言い切るわけですね。

しかし、ここに参考にしたと言われる高知

県の実は条例があるんですね。これを読んで

みると、非常に子供の目線に合った、子供の

目線でつくられた条例だなということが印象

あるんですよ。じゃあ熊本県のはどうかとい

うと、やはりどんな考えても大人の目線でつ

くった、失礼ながら、やっぱり行政の皆さん

方が一生懸命頑張ってつくられたというのは

理解できますけれども、本当に子供の立場に

立ったものであるかどうかというものが非常

に疑問だということです。それを実は専門家

の皆さん方がおっしゃっているわけですね。

その人たちが知事にぜひ会いたいと、意見を

闘わせましょうと言ったかどうか知らぬけれ

ども、意見を言いたいと言ったのに、知事は

常に県民とのパートナーシップと言われるの

に、それに対しても拒否をされて会っていら

っしゃらない、部長がお会いになったそうで

すが。

こういう議論が非常に今地域では高まって

いるというんです。一部の人の意見じゃない

かということで切り捨てることもできるかも

しれませんけれども、今、渡辺議員がこの９

月議会での代表質問で、なぜ９月なんですか

と、何でそんなに急ぐんですかと知事に迫っ

ても、その意見に対する知事の実は返事もあ

ってないんですね。それをきょうこれを委員

会で採決をして、そのままぽんと上がってし

まったら、これを審議する人たちは本当によ

くわからない中でこれが審議されていくとい

うことは事実なんですね。そこをよくおわか

りをいただきたい。ここで矢田貝課長にまた

汗をふきふき説明しろと言ったって時間もな

いわけですけれども、やはりその辺をぜひ委

員の皆さん方には、この中身について御認識

をいただきたいということをお願いしたい。

もう一回聞きますけれども、矢田貝課長、

何がベストなのか。お願いします。

○藤川隆夫委員長 矢田貝課長、新聞のこと

、 、も触れてありますので その経緯等も含めて

すべてちょっと説明をもう一回してくださ

い。

○矢田貝少子化対策課長 何がベストか、何

をもってベストかというのは、なかなか難し

いわけでございますけれども、私どもが検討

、 、に当たって目指したものというのは 何より

やっぱりこれは理念的な条例でございますの

で、広く県民の皆様の共感を得られるかどう

かというところをまず考えました。そのため

に、まずどういうものをこの条例案に盛り込

むかということで、先ほど御説明いたしまし

たとおり、有識者の方、子ども会議で出され

たものを教育庁も含んで県庁内で議論をし

、 、て 大切と考えられるものをまず素案として

ベースとして案をつくり、それをもとに県内

11圏域に、私自身も、何カ所しか行けません

でしたけれども、８カ所ぐらい直接行って、

現場の方々、現場で子供や親御さんに接して

いる方々の御意見を、この条例案どうですか

ということでお伺いをしたと。しかも、それ

も単に来ていただくだけじゃなくて、１人２

回以上御発言いただくなど、まさに現場の声

、 、を聞かせていただき その際出た意見として

これは、先ほども御説明しましたけれども、

これはこれで、書いてある中身については非

常にいいことだから、具体的にこれをどう進

めていくか、どう浸透させていくかというふ
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うな御意見が多かったと。

私、先生の方へもベストと思うというふう

な御説明をさせていただきましたけれども、

それはまさに、その現場での、この条例どう

ですかということを、まさに教育関係者、実

際のお母さん方、子供含めて聞いたときの感

触として、いいというふうなことでございま

、 、 、したので 私としては この条例については

今の時点で考えられるベストというふうなこ

とで先生の方にはお話をさせていただいてお

ります。

一方で、先生御指摘のとおり、反対をされ

ておられる方々というのもいらっしゃって、

今回の委員会にも陳情書、初めて見させてい

ただきましたけれども、県民として恥ずかし

い条例であるとか、問題があるので、これは

国連に報告するとか、議会軽視だとかいうこ

とが書かれている陳情書の方も出されておる

というのも事実でございます。私どもとして

は、非常にそういう意味では私どもの努力不

足なのかもしれないということで、記者さん

の前でもお話ししましたし、非常に残念に思

っておりますけれども、事実として、私ども

の課、私も含めて、この方々とは７月から３

回にわたって直接やりとりをさせていただい

てきました。新聞紙上でもやりとりをさせて

いただいてますので、４回、意見の方はやり

とりさせていただいておりますけれども、御

理解を得られないというふうな状況にあって

ございます。

、 、私どもとしては 先ほど申し上げたとおり

御家庭でも読んでいただけるという中で、８

条という短い条文の中で、あの大切なことを

盛り込もうということにしておりますので、

一つ一つの言葉はそれぞれ短いんですけれど

も、この子供の人権を大切にするということ

もしっかりとこの条例案、短い言葉の中で、

基本理念の中で中心的に盛り込んでおるとこ

ろでございます。この条例をもとに、子供の

人権を大切にしていくということは当然周知

していきたいと考えてございますし、今御理

解いただけてない方々も、子供たちのために

日々御活動されている方々でございますの

で、そうした県の趣旨を御理解いただけるよ

う引き続き努力していきたいというふうに考

えてございます。

ただ、同時に、やはり子供の目線、大人の

目線というのは、やりとりを随分させていた

だいておりますけれども、当然子供の目線で

この条例をつくっていくということは大事な

ことであると思っておりますけれども、一方

、 、で やはり子供を育てていく責任というのは

大人、県民皆にあるということで、そうした

意味での大人の視点というものも盛り込まさ

せていただいておるところでございます。

条例の中にも、例えば、子どもの最善の利

益の考慮という言葉で盛り込まさせていただ

いていたり、子どもの発達段階に応じた配慮

という言葉で盛り込まさせていただいたり、

子どもの能力を最大限引き出すとか、保護者

に第一義的な責任があると、そうした大人の

目線というか、大人の立場の文言というのも

盛り込まさせていただいているところでござ

います。私どもは、子どもの目線に対して子

どものためにしていくことも、同時に大人が

県民皆でどういうふうに子どものために行動

していくのかということを共感していくとい

うことも大事であろうということで、こうし

た文言を明記させていただいたところでござ

います。

ちなみに、今申し上げた文言は、すべて子

どもの権利条約に書いてある文言そのものを

引用してきて書いたものでございまして、そ

うした意味では、この権利条約から私どもの

考え方、足りないという御意見もございます

けれども、大きく外れるものではないという

ふうに私どもは考えておりますが、そこは御

理解いただけてないところは、先ほど申し上

げましたとおり、やはり県民ぐるみで進めて

いくために、特に子供のために活動されてい
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る方々の御理解が得られないというのは非常

に――ここは何とか御理解得られるように私

どもとしても引き続き努力をしていかなきゃ

いけないなというふうに考えておるというこ

とでございます。

繰り返しになりますが、そうしたプロセス

も、早過ぎるんじゃないかというのもござい

ましたけれども、県民の皆様からの御意見も

しくは県内の子育て応援大作戦のような会議

で、まさに真剣に一人一人から御発言いただ

いて得た案でございますので、私どもとして

は、この案を今のところのベストということ

で御提案をさせていただいているというもの

でございます。

○福島和敏委員 今、矢田貝課長の話に、こ

のメンバーの人たちが反対をしているという

発言をされましたけれども、決して反対はさ

れているわけじゃない。ちゃんと――特に今

いろんな意見を言われている方、ふだん子供

、 、の人権とかについて一生懸命勉強され また

その実践的な専門家だと言われるような人た

ちなんですね。そんな大切なこの条例を決め

、 、ていくのに その人たちが待ったなんですね

少し待ってくれと、そんな急がぬでいいじゃ

ないかと、なぜ９月に決めんばとか、12月で

もいいじゃないかと、もう少し話し合いをす

る時間が必要じゃないかと、こういうことを

言っておられるわけですよ。反対じゃないで

すよ。引き続きみんなともう少し話し合いを

する時間をとったらどうですかと。いかにも

今数字を、話し合いをされた数字が並んでい

ますけれども、飛び込みで10人しか返答がな

かったり、いろいろされています。こんな大

切なものを決めるときに、もう少し――なぜ

９月にせにゃいかぬかということを、知事も

また返事をもらってませんので、その辺をぜ

ひはっきり皆さん方に説明をしてほしいな

と。

委員長、ほかの方も意見があるかと思いま

すので、聞いていただければと思います。

○大西一史委員 関連してよかですか。

○藤川隆夫委員長 はい。

○大西一史委員 今の福島委員の方からの御

意見もありましたけれども、私自身は、この

子ども輝き条例、実は６月に説明を受けたと

きから、そのときかなりこの内容突っ込んで

詳しくあのとき矢田貝課長も説明されました

ので、それから数カ月の間私も読ませていた

だいて、そしてそのパブリックコメントその

他の中でいろいろ見てきたわけですが、必ず

しも私は、これが全くその子供の人権を無視

しているとか、何かけしからぬ条例であると

いうようなことでは、私は内容的にはそこま

ではないのかなというふうに思っています。

ただし、この手の条例、子供に関する条例

というものに関しては、やはり多くの皆さん

の意見が尊重される、まあ基本的には全会一

致が原則のような気がするんですね。その点

について、どうして９月なのかという福島委

員の疑問も当然あるというふうに思います

が、そういう聞くプロセスの中で問題がなか

ったのかどうなのか。

それから、私も実は、社会教育委員をして

おりましたり、熊本県の子供会連合会という

のの副会長もさせていただいております。実

は私は、副会長だから、会長じゃないからお

呼びがなかったのかなと思って、会長、事務

局に聞いてみたら、いや、何も聞いておりま

せんということでありました。社会教育にか

かわる子供会あたりからの意見は全く聞かれ

てないと。別にこれで嫌みを言うわけじゃご

ざいませんが、ただ、そういったものも含め

て幅広い視点で、この内容自体に私はそんな

にクレームをつけるほどのものかどうか、ま

た、堀さんという学者さんの御意見、いろい

ろあると思います。
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この中身を追及していけば、もっともっと

これは、子供の目線というよりは非常に複雑

な理念がまたより複雑になっていくような気

もしないでもないなと思いながら、私もまだ

勉強不足のところがありますので、時間があ

れば、この先生方からもお話聞いてみたいと

思いますが、やはりプロセスの部分、この辺

についてもう少し配慮が必要だったんじゃな

いかと、この辺を皆さんそう思っておられる

というふうに思います。

なぜ９月なのかと、ここはやっぱり答えら

れなければならないというふうに思います。

11月にいろいろ会議があるからそれに間に合

、 、わせるためじゃないかとか 何かいろんな話

うわさ話は出ていますけれども、そういうこ

とでない、やっぱりしっかりした条例という

のは、理念、しっかりしたものをつくらなけ

ればいけないと思いますが、いかがでござい

ますでしょうか。

○矢田貝少子化対策課長 同趣旨の御質問だ

と思いますので、本会議でも知事の方に質問

があったことでございます。重ねて御説明さ

せていただきますが、私どもとしては、私自

身としては、意見を十分聞いてないんじゃな

いかという御指摘もありますけれども、先ほ

ど申し上げたとおり、やっぱり県民で広く理

念を共有して、これをスタートとして、県民

ぐるみで子供を育てていくということに取り

組んでいこうというのが今回の条例の趣旨で

ございます。そうしたことで、先ほど御説明

しましたとおり、意見を聞いて原案をつくっ

て、県内11カ所出向いたり小中学生から御意

見聞いたり、また、個々にいろいろな意見の

やりとりもさせていただいて議論を重ねてき

、 、ているものでありますので そういう意味で

我々としては、広く県民の、多くの方々の共

感が得られるような条例ができたんじゃない

かということから、今回の議会の方に御提案

をさせていただいたというものでございま

す。決して11月にイベントがあるから云々と

いうことではなくて、やはりつくってきたも

のとして、現場を回ってみた感触としても、

この条例について基本的には御賛同をいただ

けるという感触を得ておりますし、であるな

らば、議会の方に御提案して、議会の方でも

御審議いただきたいというふうなことで御提

案をさせていただいたというものでございま

す。なるべくその期間に多くの方々にこの条

例を検討しているんだということを知ってい

ただくような努力というのは、足りないとい

う御意見もあるかもしれませんけれども、で

きる限りのところに出向いていって御説明と

いうのはさせていただきました。

子供会の会長さんには届いてないというこ

とでございましたけれども、実は、資料にあ

ります就学前教育振興の肥後っ子会議という

ところに、これは教育庁の所管の会議なんで

すけれども、私の方がわざわざちょっと時間

もらって御説明をさせていただいたりと、時

間も最後の10分ぐらいで、こういうことを検

、 、討していますので ちょっと時間もないので

お読みになって団体の皆さんで見ていただい

て、何かございましたらうちの課にというこ

とでのお時間いただいてですけれども、そう

したことで、よその課というか、よその部局

の会議にも出向いていって、こういうことや

っていますよということで御説明をさせてい

ただいていると。

子供会は一応そのメンバーに入っておりま

したので、多分私の説明が印象深くなかった

のかなということで反省しなきゃいけないと

、 、思いますけれども いずれにいたしましても

私どもとしては、議論を踏まえて、議論を重

ねて密度濃く検討し、この議会の方に御提案

をさせていただいた、私どもとしては、御審

議いただいて、もちろんどのように御審議い

ただくかは議会の話でございますけれども、

できるだけ早くやっぱりこの条例をスタート

として子供のための取り組みというのを進め
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ていきたい、その際には、今御反対の意見を

出され、御反対というか、そうした御意見を

出されて、どうも話が折り合わない方々もお

りますけれども、そうした方々にもぜひ趣旨

を御理解いただくよう、引き続き努力はして

いきたいというふうに考えておるというもの

でございます。

○大西一史委員 今の答弁に関してですけれ

ども、いずれにしても、子供会の方は聞いと

ったとか何とかという話ですがね、その会議

には出てたということまで私も確認しまし

た。ただ、何か紙ば配らして、何かここば読

んどってくださいというような話でしたとい

うことでしたから、その程度では説明したと

いうことにはならないんじゃないかなという

ふうには思っておりますが、そこはもうこれ

以上は言いません。

ただ、私としては、この条例案を６月から

ずっと見せていただいている中で、こういう

ものは、この理念をいかに具体的に子供の、

そういう本当に子供が熊本県で輝いていくよ

うな施策というのに結びつけていくかどうか

。 、ということだろうと私は思います ですから

これは９月議会に提案をして、これをすぐ即

日公布をされるということであれば、恐らく

来年度の新年度の新たなこういう子供に対す

るさまざまな事業を当然検討されておるか

ら、そういうことを思っておられるのかなと

、 、いうふうに思いますので その辺も踏まえて

こういう意見も、ただ反対意見とかというん

じゃなくて、いろんな少数意見も踏まえて―

―この理念自体は、私はそんなにこれ自体に

は問題ないと思っていますけれども、だから

私は賛成をするつもりでありますけれども、

ただ、今後のプロセスの中では、いろいろと

努力をしていただきたいということを要望さ

せていただいておきます。

○藤川隆夫委員長 ほかには御意見ございま

せんか。

今、この子ども輝き条例に関しましてさま

ざまな意見が出ております。矢田貝課長の方

からは、これをスタートとしてさらに多くの

人の理解を得られるように、また引き続き努

力をしていくという言葉もありましたし、ま

た、内容を深めていくというふうな話もござ

いましたので、ぜひそのような方向で多くの

方たちと話をしていただいて、よりいいもの

に、また、具体的な施策にそれを反映させて

いただくようにしていただければというふう

に思いますので、その部分は、私からもよろ

しくお願いをいたします。

ほかには。

○大西一史委員 たびたび済みません。申し

わけない。

ちょうどまた少子化対策課で申しわけない

んですが、３ページの２番「こうのとりのゆ

りかご」を巡る課題の検証事業ということで

ございまして、これは６月議会でもさんざん

議論をさせていただきましたけれども、その

後もう次々に報道をされて「ゆりかご」には

結果として、報道によれば、事実関係は認め

られておられませんからわかりませんが、７

人が預けられ、また、その中では親が引き取

りに来るというような新たな状況も出てきて

いる。親が引き取りに来たというような報道

がされたときに、これはどうやって親を特定

してその子供が親元に戻されるのかとか、本

当にちゃんとした親御さんなのかどうか、報

道を見ながら私はちょっと不思議になりまし

た。

これは一般論としてお尋ねいたしますけれ

ども、万が一こうやって、こういう「ゆりか

ご」に子供が預けられて、親が引き取りに来

るといった場合の確認とか特定とかというの

はきちっとなされるのか、大丈夫なのかどう

かというのがまず１点目でございます。

それと２点目、障害児が預けられていると
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いう事実もその後の報道をされているわけで

すね。当初から障害児が預けられるというこ

とに関しては懸念をされていたわけでありま

すから、ある程度の受け入れ態勢というのは

想定されていたんだろうというふうに思いま

すが、ただ、やっぱりそういったことに関し

て、幸山市長あたりは、障害児が相次ぎ預け

られるということになれば、公表の対象とす

る可能性もあるなんていう発言もあったやに

私も聞いております。それが何件預けられれ

ば、じゃあ異常な状態なのかとか、私もそう

いった基準はよくわかりません。熊本市とそ

ういったことをきちんと細かいことをすり合

わせをしているのかどうか、現段階で。恐ら

くこれは、報道されていることをベースに私

は言ってますから、一般論でしかお答えいた

だけないこともあるかと思いますが、その辺

の疑問について、ちょっと矢田貝課長にはお

答えをいただきたいと思います。

それともう１点、この知事と市長の会見ま

でして、８月にこの検証会議、短期的には市

がやると、中期的には県がやるというふうな

話だったかというふうに思います。その中期

的なやつが、この今回予算に上がってあるや

つだというふうに思いますが、今月の19日に

熊本市の短期的な検証会を専門家を交えて行

われたということで報道がなっております。

ただこれが、結局課題が多過ぎて結果がまと

まらなかったから近くまた会合しますよなん

ていう話でありましたけれども、これについ

ても、結局検証会議はやりますよとは言われ

たものの、検証内容、どの程度まで公表する

かというのもよくわかっていない、何かすべ

てブラックボックスの中で動いている。子供

の人権を守る、プライバシーを尊重するとい

うのは物すごく大事なことで神経を使わなけ

ればならないことなんだけれども、やはりブ

ラックボックス化してしまうと、今度は、こ

れは６月議会でもさんざん申し上げたとお

り、事の本質、問題の根の深さというのが、

これは表に露呈してこないという部分、逆に

隠れてしまうんじゃないかなという懸念もあ

りますので、その辺も含めてどういうふうに

考えておられるのか。

そして、今回のこの「こうのとりのゆりか

ご」を巡る課題の検証事業とやって、77万4,

000円上げておられますが、どのくらいのメ

ンバーで、どのくらいの期間で、そして内容

としてどういうふうに公表をしていくような

お考えがあられるのか、この点について詳し

くお聞かせいただきたいと思います。

○矢田貝少子化対策課長 済みません、私ば

かりが答えていて、ほかの課長さん方に申し

わけないなと思いますが、まず、大事なとこ

、 、ろ 大事なところというのも変ですけれども

ブラックボックスに「ゆりかご」をしていい

のかという御指摘は、私どもとしても、問題

意識としてはまさにそのとおりのことを思っ

ておるところでございます。

ただ一方で、先生も御指摘のとおり、個々

のやはり事例というものがその子供のプライ

バシーにかかわるという問題もございます

し、その子供が、例えば将来何年かたった後

にその新聞などを見て、おおという場面も想

定した上で、やはり細心の注意を払っていか

なければいけないという両方の面があるとい

うものでございます。

、 、 、そうした中に ただ すべての情報を行政

病院のみが持っておるということでは、社会

的にこれをどう考えるかということが進まな

いということもございまして、今回の検証会

議というのは、もちろんその「ゆりかご」に

ついての個別の事例の方も話をさせていただ

いて、それをもとに、県の方での検証会議で

は、児童福祉法上における課題、制度上の問

題などについて御議論をいただくわけでござ

いますけれども、その中で、個別事例、どこ

までを社会の皆さんに投げかけていくのか

。 、 、と 例えば やはり出てすぐ迎えに来ました
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すぐ出れば、その子供が特定される可能性が

あるわけでございますけれども、例えば１年

後、もしくはそれより長い期間置いた後に、

数とかいつとかわからないような形で、ただ

「 」 、ゆりかご についてはこういう課題がある

もしくはこういう先ほど出た障害児のような

話があるとか、そうしたものをどういうふう

に個人のプライバシーにかかわらない形で社

会の皆様にも、こういう問題があるんだ、問

題というか、課題があるんだということを投

げかけていくのかということの意味でも、こ

の検証会議というのは我々としてはしっかり

やっていかなければいけないなというふうに

思っております。

開催につきましては、市の方はこの前開催

をされておりますけれども、県の方、中期的

、 、な検証というものにつきましては ことし中

秋と呼ばれるうちには１回目を開催して、大

体運用開始から１年経過後に外部に議論の中

間報告ということで公表させていただくと。

その中で、どこまでの情報を出すかというこ

とも委員の方々と議論をさせていただきなが

らさせていただき、最終的な提言含めた報告

につきましては、２年後をめどに実施してい

きたいというふうに考えておるところでござ

います。

メンバーにつきましては、現在検討をして

おるところでございますけれども、市の方の

、 、検証というのは まさに医療法上の観点から

短期的に運用そのものについて問題がないの

か、危険がないのかという観点でございます

ので、そういう関係での専門家という方々に

お集まりいただいているというふうに承知し

ていますが、県の方は、もう少し中期的な観

点から、要は児童福祉法の制度上の問題であ

ったり措置された子供の成長の問題であった

りという観点の議論もいただきますので、市

の方とはもう少しそういう児童福祉の観点の

専門家の方々、例えば国の方の審議会などに

も御参加いただいているような、熊本の方じ

ゃない方なども何人か入っていただいて検討

をいただきたいということで現在検討をして

いる、当然補正予算お願いしているものでご

ざいますので、これが通った後に具体的には

そうした方々とのやりとりというのは始めた

いなというふうに考えておるところでござい

ます。

その際、検討に当たりましては、先ほど申

し上げたように、許可した市、そして児童福

祉を所管している県ということで、これは逐

一連携をとりながら、この前、市長と知事が

ともに共同会見したのもそういう思いのあら

われでございますけれども、県、市が一体と

なってそれぞれの会議にそれぞれが参加しな

がら進めていきたいと。今回の補正をお願い

しているものにつきましても、市との共同設

置という形で、県、市一体となって取り組ん

でいきたいなというふうに考えておるところ

でございます。

特定の仕方、親が迎えに来たときの特定の

方法というものでございます。一般論として

答えられないかということでございますが、

まず、障害児、もしくは迎えに来たというこ

とについての個々の事例については、ここで

そういうのがあったということを申し上げる

ことにはならないわけですけれども、特定の

方法につきましては、当然親子であることが

間違いないというような確証が得られるよう

な幾つかの手段を講じて確認した上でお返し

するというのが一般論でもありますけれど

も、じゃあ具体的にそれをどういうふうなも

のでやっているのかということにつきまして

も、それはそれで細かく申し上げますと、も

ちろんそれを悪用するようなこともございま

すので、どういう方法でそれを特定している

かということは、ちょっと具体的に言うこと

も、それも差し控えさせていただきたいなと

いうふうに思っておりますが、まさに親じゃ

ない方がとりに来るとかいうことが一番の問

題でございますので、一つの方法ではなくて
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幾つかの方法を組み合わせながら、間違いな

く親子だろうということを確認が得たものを

返すというのが、一般論でも、多分これは現

実に起きたとしても、当然そういうことの作

業をさせていただいているというものでござ

います。

、 、また 障害児が預けられておるという問題

問題というか、ことについて市長も見直しを

という話でございましたけれども、当然こう

した「ゆりかご」に預けられるようなケース

というのは、この前新聞にも連載されていま

すけれども、さまざまなやはり事情を抱える

方が利用されるケースが多いというのは当然

のことでございまして、そうしたさまざまな

ケースに適切に対応していくよう我々として

は運用していかなければいけないと思います

し、検証につきましても、なぜそうしたこと

で使われるという背景があるのかということ

も踏まえて議論をいただいていると。その結

果を１年後の中間、もしくは２年後の最終報

告という形で公表をさせていただきたいとい

うふうに考えてございます。

繰り返しになりますが、市長も会見で言っ

てましたけれども、決してブラックボックス

にしたいということでなく、ここは、個人の

情報の取り扱いとの兼ね合いという中で、こ

の検証会議というものも通じながら、広く社

会の皆様にも児童福祉に関する関心を持って

いただくような形で進めていくよう事務局と

してはしていきたいなというふうに考えてい

るところでございます。

○大西一史委員 今、いろいろと御答弁あり

ましたけれども、やっぱりどこまで社会の皆

さん方に投げかけるのかというのはしっかり

考えていただきたいと思います。プライバシ

ーの問題を全部さらけ出せと言っているわけ

でも何でもないんです。そして、子供たちが

将来新聞を見てとかテレビの録画か何かを見

て、自分がこれだったなのかなんていうふう

に思われないようにするというのは、こんな

ものは当然の話なんです。しかしもう現に報

道として出ているじゃないですか。というこ

とは、この報道自体わかるわけですよ。報道

が出てて、もう裏づけもとってやっているわ

けですから、恐らくそれは、誤報であれば別

ですけれども、誤報は多分ないというふうに

思いますので、だから、そういう意味じゃ、

プライバシーの部分と、あんまりはれものに

触るようなやり方ではないオープンの仕方、

、 、オープンにする仕方というのがある そして

問題提起をきちんとしていくと、熊本から発

信をしていくということが必要なんじゃない

かなというふうに思います。

親がとりに来た場合の特定の方法について

は問題がないと、いろんな方法があるという

ことで、恐らくＤＮＡ鑑定とか何とかも含め

てあるのかなと思いますけれども、そこまで

は聞きませんが、そういったところも、こう

いう形でやってますということを言わないと

安心できないわけです。いや、ただ、手紙を

、 、持っていたからとりに来ました 親ですとか

じゃ違ったらどうするんですかと。子供が欲

しいと思っている人が、ただ単に私の子です

と言ってとりに来た、こういったケースがあ

るんじゃないかということを、やっぱりあの

ニュースを聞かれておっしゃる方が多かった

んですね。

そういう点を含めてですけれども、この中

期的な検証の中ではきちんとやって、秋に第

１回目が開催されるということでありますか

、 、ら メンバーの問題も含めてしっかりやって

、 、中間報告の来年の４月ぐらいですかね には

しっかりとした報告をしていただきますよう

に強く要望させていただきます。

以上です。長くなりまして済みません。

○藤川隆夫委員長 ほかにはございません

か。――よろしいですか。

それでは、これで質疑を終了します。
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ただいまから、本委員会に付託されました

議案第１号、第５号及び第８号から第11号、

さらに第19号について、一括して採決したい

と思いますが、御異議ありませんか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり)

○藤川隆夫委員長 福島先生、よかと。

○福島和敏委員 どこにあったかな。

○藤川隆夫委員長 先生が反対するのは第８

号議案――するとすれば。

○福島和敏委員 済みません、じゃあ。先ほ

ど私が質問した中で、なぜ９月なのかという

……。

○藤川隆夫委員長 もう質疑は先生終わって

しまっている。

○福島和敏委員 いやいや、だから、それに

対して実はちゃんとした答えをもらってない

んですよ。

○藤川隆夫委員長 だから、その前に先生言

ってもらわぬと。そこで一たん切れちゃって

いるんですよね、今、質疑はありませんかと

言うたときに……。

○福島和敏委員 だから、質疑をするのにで

すたい、採決をするのに、それに対して実は

説明がないのに……。

○藤川隆夫委員長 大西先生の説明で先ほど

答弁があったから質疑を打ち切ったんです

よ。

○福島和敏委員 だから、反対をするつもり

はないけれどもですね。

○藤川隆夫委員長 じゃなくて、その前に質

疑はありませんかと聞いたときに、だれもな

。 、いと言ったから一たん切ったんです それで

今から採決に入りますということで、そっち

側に今入っていっている途中なんですよ。

○福島和敏委員 はい。

○藤川隆夫委員長 よろしいですか。――戻

りますか。

○福島和敏委員 いや、いいですよ。私、８

号だけは留保します。

○藤川隆夫委員長 はい、わかりました。

それでは、一括採決に反対の議案に関しま

して、福島委員の方から第８号について反対

ということでありましたけれども、ほかの委

員は、ほかの議案等についてございますでし

ょうか。

（｢ありません」と呼ぶ者あり)

○藤川隆夫委員長 ありませんですか。それ

では、一括採決に反対の表明がありました議

案第８号について挙手により採決いたしま

す。

原案のとおり可決または承認することに賛

成の委員の挙手を求めます。

(賛成者挙手)

○藤川隆夫委員長 挙手多数と認めます。よ

って、議案第８号は、原案のとおり可決また

は承認することに決定いたしました。

次に、残りの議案第１号外５件について一

括して採決したいと思います。

原案のとおり可決または承認することに御

異議ありませんか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり)

○藤川隆夫委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号外５件は、原案のとおり

可決または承認することに決定いたしまし

た。

次に、閉会中の継続審査事件についてお諮
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りいたします。

議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり)

○藤川隆夫委員長 それでは、そのように取

り計らいます。

次に、その他に入ります。

執行部から報告の申し出が15件あっており

ます。

まず、報告について、執行部の説明を求め

た後、一括して質疑を受けたいと思います。

それでは、岡村健康福祉政策課長から説明

をお願いします。

○岡村健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。

厚生常任委員会報告事項という資料をお願

いいたします。

１ページをお願いいたします。

県出資団体に関します報告でございます。

この報告は、平成18年２月定例会における

財政対策特別委員会の要請を受けまして、各

常任委員会において行うものでございます。

全庁的な取り組みにつきましては、総務常

。 、任委員会で報告がなされます 私の方からは

健康福祉部の取り組み状況について報告をさ

せていただきます。

なお、環境生活部につきましては、実行計

画を策定した対象団体がございませんので、

報告はございません。

お手元の資料をごらんいただきたいと思い

ます。

県の関与見直し実行計画の対象団体は、５

団体でございます。

部におきます全体的な見直し状況といたし

ましては、17年度以降でございますが、１番

目の国民年金福祉協会を平成17年11月21日に

解散をいたしております。また、その他の４

団体につきましては、最下段の合計に記載し

ておりますが、職員派遣では５人の削減、そ

れから、県費支出におきましては１億600万

円の削減を行っておりまして、実行計画に沿

った見直しを進めておるところでございま

す。

なお、４番目の社会福祉事業団の県費支出

におきまして、17年度から18年度にかけまし

て増額をいたしておりますが、これは、障害

者スポーツ関係の事業の委託先を当事業団に

変更したためでございます。

次に、各団体におきます今後の方向性でご

ざいますが、２番目の社会福祉協議会、それ

から３番目のさわやか長寿財団、５番目の生

活衛生営業指導センターの３団体につきまし

ては、事業の効率化等を進めながら県の関与

を縮小して存続する方向でございます。４番

目の社会福祉事業団につきましては、県有施

設といたしましては平成21年度末に廃止をい

、 。たしまして 民営化をする予定でございます

以上でございます。

次に、続きまして、２ページ、３ページを

お願いいたします。

パーキングパーミット制度について御報告

申し上げます。

当制度は、障害者用駐車場の適正利用を通

じたやさしいまちづくりの推進を図るもので

ございます。

項目２のところに記載しておりますが、障

害者用駐車場におきます適正利用、これにつ

きましては、平成17年度、18年度におきまし

て、くまもと車いすマーク駐車場適正利用キ

ャンペーンということで、幅広く啓発を実施

してきたところでございます。今回、この発

展的な取り組みといたしまして、パーキング

パーミット制度の導入について検討いたして

いるところでございます。

この制度は、下の方の米印のところにあり

ますように、駐車場の利用基準を設定いたし

まして、対象者に利用証を交付し、その利用

証を車内の見やすいところに掲示をしていた
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だきます。この制度に協力をいただく公的施

設、あるいはショッピングセンター等々の民

間の各施設におきます適正管理を進めますと

ともに、不適正利用の防止を図るということ

を目的としているものでございます。

この制度を通じまして、障害者用駐車場の

実効的な確保と同駐車場の適正利用に関する

日常的な意識啓発を図ってまいります。

次に、３の利用証の交付対象についてでご

ざいますが、(1)から(3)までの方々を対象と

いたしまして、今検討を行っているところで

ございます。

４番の現在までの状況についてでございま

すが、平成18年10月の九州地方知事会におき

まして、九州各県連携して取り組もうという

ことが決定されております。本県におきまし

ては、(2)に書いております専門委員会を設

置いたしまして、これまで２回開催をいたし

ております。

それで、スケジュールでございますが、３

回目の専門委員会等を開催させていただきま

して、実施要綱等を10月下旬までには制定い

たしまして、なるべく早く制度開始を行って

いきたいというふうに思っておるところでご

ざいます。

なお、６番目に他県の先行県の実施状況を

記載しているところでございます。

以上でございます。

○矢田貝少子化対策課長 報告事項の４ペー

ジ、お開きいただきたいと思います。

県次世代育成支援行動計画応援大作戦の18

年度の実施状況について御報告させていただ

きます。

１にございますとおり、この応援大作戦、

行動計画につきましては、17年３月に策定い

たしました17年度から21年度までの５カ年の

計画でございまして、この自治体における少

子化対策次世代育成支援につきましては、す

べての都道府県、市町村でこの行動計画を策

定いたしまして、５カ年計画で取り組んでお

るところでございます。

法律の中に毎年度その実施状況を公表する

というふうにさせていただくという規定がご

、 、 、ざいまして 今般 この計画につきましては

熊本県におきましては、議会の議決を経た初

めての計画ということもございまして、昨年

度と同様に18年度の実施状況を委員会の方に

御報告させていただき、その後、各先生方の

方にも御報告させていただくというものでご

ざいます。

４ページ２の18年度の実施状況概要でござ

、 、いますけれども 全体の状況といたしまして

18年度の数値目標を達成したものが半分、90

％以上の達成というものが７割という状況で

ございまして、今折り返し点になりつつあり

ますけれども、一部の事業について、一時保

育、病後児保育などで進みがおくれているよ

うなものもございます。これらについて、国

に対して制度改正の要望もしくは市町村の取

り組みの働きかけなども含めまして、計画的

に推進を図っていきたいというふうに考えて

おるというものでございます。

、 、それと ６ページをお開きいただきますと

これは、151ある計画目標、項目ございます

けれども、その最終目標、５年後の目標に対

してどこまで達成できているかというものを

。 、グラフ化したものでございます すべて10割

５年後の目標10割達成というものも４分の１

ございますけれども、４割未満というものも

15％ございます。５カ年間の計画で２年間経

過してますので、やはり４割ぐらいまでは進

んでいないと今後計画の達成が危ぶまれると

いうことでございます。このように進捗率の

低い項目については、特に推進を図っていき

たいと考えてございます。

７ページ、まとめでございますけれども、

、 、こうした実施状況を踏まえまして 引き続き

１といたしまして、さまざまな新たな施策も

しくは既存の施策の見直し含め、市町村の支
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援初め取り組みの充実強化を図っていくこ

と、２点目として、今年度も数値目標を設定

して着実な実施を図っていくこと、３点目と

、 、いたしまして 行政の取り組みだけではなく

社会全体で子供を育てていくということにつ

いても力を入れて取り組んでいく、この３点

を今年度の取り組み方針として取り組んでお

るところでございます。

なお、別冊資料といたしまして、もうちょ

っと細かく各事業ごとの進捗状況についての

概要版という資料も今回お配らさせていただ

いておりますので、こちらの方も持ち帰ると

きにごらんになっていただければというふう

に考えております。

以上でございます。

○前田障害者支援総室長 障害者支援総室で

ございます。

障害者自立支援法の施行に伴う利用者等へ

の影響調査の結果について御報告をさせてい

ただきます。

報告書は、別冊になっております。よろし

くお願いをいたします。

まず、１ページでございます。

昨年４月、障害者自立支援法が施行されま

した。障害者が地域で安心して暮らせる社会

の実現を目指すというものでございました

が、利用者負担のあり方など制度上の課題も

多く、昨年の12月に、国からこれらを改善す

る特別対策が示されたところでございます。

今回の調査は、昨年と同様、７月から８月

にかけて実施をいたしました。この特別対策

の影響も含め、障害者自立支援法の影響につ

いて調査を行ったものでございます。

、１ページの(3)の調査項目でございますが

４項目を中心に行いました。

１つ目が障害者自立支援法施行に伴う利用

者等への影響、それから２点目が国の特別対

策の効果、３点目が施設入所者の地域移行の

状況、４点目が事業者の経営上の課題等につ

いて行いました。

調査の結果でございますが、３ページをお

願いいたします。

３ページのまとめの箇所でございますが、

まず、利用者への影響につきましては、特別

対策において利用者負担の軽減策が実施され

たことから、64％の方が特別対策の効果を認

めている状況にございます。

次に、事業者への影響でございますが、サ

ービス報酬が月額払いから日額払い方式に変

更されたことにより、３分の２の事業者で減

収となっておりますが、昨年度の実施状況を

踏まえまして、90％の保証が特別対策に盛り

込まれたこともありまして、事業者からの一

定の評価を受けております。

このように、国の特別対策については、一

定の評価を受けておりますが、なお次のよう

な課題が寄せられているところでございま

す。

、 、３ページの中段以降でございますが まず

国の特別対策でございますが、この特別対策

が平成20年度までの経過措置でありまして、

できれば恒久的な制度にしてほしいという声

がございました。

それから、利用者負担金については、さら

なる軽減を求める声がございました。

事業者への報酬につきましては、月額払い

から日額払い方式に変わったことによって、

かなり減収になっております。その関係もあ

りまして、多くの事業者から月額払いに戻し

てほしいという声がございました。

報酬単価については、かなり厳しい運営を

余儀なくされているので、報酬単価について

も見直してほしいという声がございました。

それから、障害程度区分について、特に知

的障害者、精神障害者につきましては、障害

特性に応じた障害程度区分になるように抜本

的な見直しを求める声がございました。

それから、就労支援につきましては、受け

入れ企業の増加、また、受け入れ態勢の整備
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等が課題として挙げられております。

それから、障害者の地域移行につきまして

は、住まいの場の確保や地域生活の継続が可

能になるような所得の確保を求める声が多数

上がっております。

それから、市町村支援でございますが、市

町村の財政力の違い、または都市部と地方に

よるサービスの地域間格差を指摘する声が上

がっておりまして、地域間格差が生じないよ

うに国の財政支援を求める声が上がっていま

す。

以上、今回のアンケートの調査結果でござ

いますが、今回寄せられた意見につきまして

は、現在、障害者の方や事業者の代表の方を

交え、分析、評価をいたしております。その

結果、制度上の課題等につきましては、昨年

も同様、政策提言を行い、国の特別対策を引

き出した実績もあることから、本年も、なお

課題として残されているものについては国へ

政策提言を行うこととしております。

以上でございます。

次に、５番の自殺対策について御報告をさ

せていただきます。

８ページをお願いいたします。

自殺対策については、本年３月、県では、

自殺対策連絡協議会を設置して自殺予防対策

、 、 、に取り組んでおりますが このたび 国から

自殺対策のモデル県として３年間の指定を受

けたところでございます。そういう関係で、

本県の自殺者の状況及び今後３年間の自殺対

策に関する事業概要について御説明をさせて

いただきたいと思います。

まず、自殺対策に関する国の動きですが、

年間３万人を超える自殺者の状況に対応する

ため、平成18年６月、国の方において自殺対

策基本法が公布をされたところであります。

また、本年６月、総合的な自殺対策を推進す

るための自殺総合対策大綱が閣議決定された

ところでございます。

次に、本県の状況でございますが、まず、

自殺者の状況でございます。

９ページをお願いいたします。

熊本県においては、平成９年まで年間自殺

者が300人台で推移をしておりましたが、平

成10年以降、400名半ばから500名半ばの高い

数字で推移をしている状況でございます。

次に、自殺者の年齢別でございますが、10

ページをお願いいたします。

60歳以上の方が36％を占めております。ま

た、40代でございますが、平成16年に比べま

して、40代が平成18年102名ということで、4

0代の増加が平成18年度には見られたところ

でございます。

次に、原因別でございますが、11ページの

右の表を見ていただきたいと思います。

健康問題、それから経済問題が大きな割合

となっております。

次に、県の３年間に及ぶ自殺対策でござい

ますが、12ページをお願いいたします。

広報等５つに区分をいたしまして、３年間

の計画を立てております。このうち、広報、

啓発につきましては、自殺者の多くが専門医

に受診をしていないことから、医療につなが

るキャンペーン、また相談窓口の周知、それ

から、自殺をされる方については、不眠とか

顔の表情がなくなるとか言葉がなくなるだと

か、いろいろこういう事前のサインがござい

ますので、こういうサインを県民の方に周知

をしていただけるような啓発等をやってまい

りたいというふうに思っております。

それから、２番目のネットワークでござい

ますが、これは、自殺未遂者や遺族の方の支

援に取り組むことといたしております。

次に、地域戦略でございますが、これは、

地元の大学と連携をいたしまして、地域を特

定した実態調査を行い、具体的な自殺対策に

つなげていきたいというふうに思っておりま

す。

４番目の人材育成でございますが、自殺対

策にかかわる職員の研修を行い、自殺防止を
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進めたいと思っております。消防、警察の職

員、それから保健所、市町村の職員、医療関

係職員、一般公務員に研修を行ってまいりた

いというふうに思っております。

また、教育につきましては、小中高生を対

象に、命の大切さの啓発を行うこととしてお

ります。

こういう事業を３年間にわたって実施をい

たし、自殺者の減少に努力したいというふう

に思っております。

以上でございます。

○高橋医療政策総室長 13ページをお願いい

たします。

医療制度改革に対する対応について御報告

させていただきます。

医療制度改革につきましては、現在、庁内

の部局横断的な組織として医療制度改革対策

会議を設置いたしまして、２の関係計画の策

定状況等に記載しておりますような各計画の

策定に取り組んでいるところでございます。

これらの計画は、医療政策総室、高齢者支

援総室、健康づくり推進課で担当いたしてお

りますけれども、４番目、５番目の新健康増

進計画とがん対策推進計画については健康づ

くり推進課から、そのほかの項目は医療政策

総室から説明をさせていただきます。

14ページをお願いいたします。

まず、第５次熊本県保健医療計画の策定に

ついてでございます。

これまでの医療計画に比べまして大きな見

直しが行われております。見直しの柱は４点

ございまして、１の①がん、脳卒中などの４

疾病５事業ごとに地域での医療連携体制を構

築、②の地域連携クリティカルパスの普及、

③の医療機能や医療機関の情報の提供、④の

数値目標の設定と政策評価の導入などでござ

います。

計画の構成(案)でございますが、２の(1)

の基本構想から(4)の計画の進行管理までを

考えております。中心になりますのは、(2)

の基本計画の②がん、脳卒中ほかの４疾病５

事業にかかわる部分でございます。ここで地

域の医療連携体制について書き込んでいくこ

とになっております。

また、(3)の地域計画では、11の医療圏ご

とに策定いたします地域計画の概要、(4)の

計画の進行管理では、４疾病５事業ごとに設

定いたします数値目標について、ＰＤＣＡサ

イクルで進行管理を行うことなどを記載する

ことで考えております。

15ページ、３の計画の策定状況でございま

すが、18年度及び19年度は、これまで記載の

ような事項の調査や協議を行っております。

また、計画の策定体制は、計画検討専門委員

会で県の全体計画を、地域計画検討部会で11

の地域計画について検討してまいります。

４の今後のスケジュールでございます。

12月までに、県医師会などの関係機関とも

協議しながら、計画案を取りまとめまして、

来年１月には、パブリックコメント、医療審

議会への諮問、答申などに進んでいく予定で

ございます。

また、別冊の資料、医療制度改革に対する

対応についてに保健医療計画の骨子案を載せ

ておりますので、これは後ほどごらんいただ

きたいと思います。

次に、16ページ、医療費適正化計画でござ

います。

老人保健法の改正によりまして、５年を１

期とする都道府県の医療費適正化計画を国が

示す基本方針に即して策定することが定めら

れたところでございます。

計画には、住民の健康の保持の推進に関す

る達成すべき目標及び施策、医療の効率的な

提供の推進に関する達成すべき目標及び施

策、それから医療費の調査、分析、計画期間

における医療費の見通しなどを盛り込むこと

になっております。

２の策定体制でございますが、庁内のワー
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キンググループ及び策定のための検討委員会

で検討することにいたしております。

３の現在までの検討状況でございます。

住民の健康の保持の推進については生活習

慣病対策で、医療の効率的な提供の推進につ

いては、次に説明いたします地域ケア体制整

備構想の検討の中で取り組んできておりま

。 、す 今月中には検討組織を設置いたしまして

それぞれの施策の推進による医療費の見通し

などについて検討を行っていく予定でござい

ます。

４の今後のスケジュールでございます。

年内に２回ほど検討委員会を開催いたしま

して、素案をまとめ、翌年１月にパブリック

コメントを進めていきたいというふうに思っ

ております。

17ページ、18ページには、国が示している

達成すべき目標の参酌標準を載せております

ので、こちらは後ほどごらんいただきたいと

思います。

19ページをお願いいたします。

地域ケア体制整備構想でございます。

まず、１のこれまでの本県の取り組みでご

ざいますけれども、療養病床の再編成を円滑

に進めるため、各都道府県で、今年内に地域

ケア体制整備構想を策定するとされているも

のでございます。

療養病床の再編成に伴い、入院されている

方々の介護保険施設等による受け皿づくりを

含めた地域ケア体制整備を進めるために、基

本的な枠組みとなるものがこの地域ケア体制

整備構想で、本県といたしましては、12月末

をめどに策定することといたしております。

これまでの主な取り組み状況でございます

が、18年７月に、本県は、本構想策定に先立

ちまして、モデルプランの策定自治体に選定

されております。このモデルプランを策定す

る過程でさまざまな課題が明らかになってお

ります。そこで、５月25日に本県として課題

を整理し、必要な措置について、他の策定都

道府県と共同で、国に対して提案、要望を行

ったところでございます。

共同提案につきましては、21ページにその

概要をまとめておりますので、これも後ほど

ごらんいただきたいと存じます。

それから、６月29日に国から構想策定に関

する基本方針が出されましたので、これを踏

まえ、現在構想の策定作業を進めているとこ

ろでございます。

次に、当面の予定でございます。

10月に構想原案のパブリックコメントを実

施し、12月に構想策定を終える予定でござい

ます。

20ページをお願いいたします。

２の国の地域ケア体制整備に関する基本方

針の概要でございます。

国が示しております基本指針では、目的、

、 、基本的な考え方 構想に記載する事項のほか

(4)療養病床転換推進計画を明らかにするこ

とが定められております。これは、先ほど御

説明いたしました医療費適正化計画の平成24

年度末の療養病床の目標達成を目指しまし

て、療養病床転換の年次計画を設定するとい

うもので、ここで医療費適正化計画との整合

性を図ることとなっております。

次に、策定の体制でございますが、３の熊

本県社会福祉審議会の保健福祉推進部会にお

いて、関係者の方々の御意見をいただきなが

、 。ら 構想の策定を進めることにしております

少し飛びまして、27ページをお願いいたし

ます。

後期高齢者医療制度についてでございま

す。

本県では、本年２月１日に後期高齢者医療

広域連合が発足いたしまして、現在、広域連

合におきまして、保険料率、保健事業等の検

討が行われているところでございます。県と

しても、制度の施行に向け広域連合に対する

支援を行っていくことにしております。

１の(1)の制度運営に対する県の支援でご



- 30 -

ざいますけれども、広域連合事務局に職員１

名を派遣いたしますとともに、保険料率や保

健事業などの検討を行います事業協議会や分

科会にオブザーバーとして参加をいたしてお

ります。

(2)の広報活動でございますが、国、県、

広域連合、市町村それぞれが広報活動を行う

ことになっております。県としては、ホーム

ページ、広報誌、新聞等を使いまして広報を

行う予定にしております。この広報活動につ

いては、これから力を入れていかなければな

らないところでございます。

(3)の費用に対する県の負担でございます

けれども、①の医療給付費に係る定率の公費

負担、②の高額医療費に対する支援、③の低

所得者に係る保険料の軽減に対する公費負担

など、これは、現行の老人医療制度と同様の

負担を行いますとともに、④の財政安定化基

金の設置、⑤の不均一保険料が設定された場

合の公費負担などが新たに予定されていると

ころでございます。

２のスケジュールでございますが、本年11

月に広域連合議会で保険料率などが設定さ

れ、20年３月に被保険者証の交付、４月から

の制度の施行となってまいります。

28ページには、制度の概要についてまとめ

ておりますので、これも後ほどごらんいただ

きたいと思います。

医療政策総室からは以上でございます。

○中田健康づくり推進課長 22ページにお戻

りいただきます。

新健康増進計画でございます。

県では、国民健康づくり運動、健康日本21

を受け、くまもと21ヘルスプラン、これは平

成15年から22年度までですが、これを策定し

推進しているところでございます。

医療制度改革の中で予防が大きな柱とな

り、メタボリックシンドロームの概念を導入

した生活習慣病対策に取り組むことになり、

この４月には、都道府県健康増進計画策定ガ

イドラインが示されました。くまもと21ヘル

スプラン推進委員会の協議を経て、新たな健

康増進計画を策定することといたしておりま

す。

８月に第１回の推進委員会を開催いたしま

して、くまもと21ヘルスプランの中間評価を

実施いたしたところでございます。

新計画は、保健医療計画、医療費適正化計

画との整合性を図り、平成20年度から24年度

までの５カ年計画として策定することといた

しております。

新計画の目標項目は、健康日本21の代表目

標項目は残しながら、本県の実情を踏まえて

整理し、生活習慣病の発症予防、重症化予防

の目標項目を新たに追加する方向としていま

す。また、項目ごとに必要な施策を整理し、

実施主体を明記することとしております。

都合３回の推進委員会での協議、パブリッ

クコメントを経て策定。この計画は議会議決

を要する計画となっておりますので、３月議

会で承認を受けまして、４月から施行するこ

とといたしております。

24ページ、ここに21ヘルスプランの代表的

項目の中間評価を示しております。

続きまして、25ページ、がん対策推進計画

でございます。

ことし４月に施行されたがん対策基本法で

は、国にがん対策推進基本計画、都道府県に

がん対策推進計画を策定することとされてお

ります。県では、６月に策定された基本計画

を受け、本年度に推進計画を策定し、保健医

療計画、健康増進計画と調和のとれた計画と

するため、平成20年度から24年度の５カ年計

画とすることとしております。

県がん診療連携拠点病院の指定を受けてお

ります熊本大学附属病院に設置された熊本県

がん診療連携協議会等の意見を聞きながら、

本県のがん医療状況等を踏まえて策定するこ

とといたしております。
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計画の方向性は、がん診療拠点病院のさら

なる整備、がん治療専門医の育成等がござい

ます。

目標項目では、国の基本計画に定められた

目標値を原則として県の目標値と設定するこ

ととなっております。

計画は、11月に策定を完了することといた

しております。

また、報告事項、資料の中ほどに熊本県が

ん対策推進計画の素案の骨子を示しておりま

す。後ほど見ていただければと思います。

以上でございます。

○牧野健康危機管理課長 健康危機管理課で

す。

資料の29ページをお願いいたします。

熊本県動物愛護管理推進計画、仮称でござ

いますが、検討状況の御報告でございます。

この計画は、策定の根拠を挙げております

が、動物愛護及び管理に関する法律の昨年の

改正によりまして、都道府県が、国が定める

基本指針に即しまして動物愛護管理推進計画

を策定することとされているものでございま

す。

計画の目的は、動物愛護管理に関する施策

の基本的な方向性、それから中長期的な目標

を明らかにし、計画的な施策遂行を図るとい

うものでございまして、計画期間は、平成20

年から10年間となってございます。

計画で定める事項といたしましては、法第

６条に規定がございますが、２番の①から④

までに記載しているとおりでございます。

これまでの検討状況といたしましては、計

画策定に当たりまして、多様な意見や専門的

知識を計画に反映させるため、参考欄に掲げ

ておりますメンバーによります計画策定検討

委員会を設置しております。これまで現地調

査含めまして２回開催してございます。

今後のスケジュールといたしましては、４

番に書いてございますが、さらに検討委員会

での議論を深めまして、また関係市町村から

の意見聴取、それからパブリックコメントを

経まして、今年度内に策定することとしてお

ります。

以上でございます。

○早川薬務衛生課長 薬務衛生課でございま

す。

資料の30ページをお願いします。

熊本県手数料条例の一部を改正する条例の

概要についてでございます。

改正の要旨についてでございますが、これ

まで温泉法では、土地の掘削等の許可を受け

た法人または個人について、合併、相続等が

生じた場合は改めて許可を取り直すことが必

要でございました。平成19年10月20日施行の

法改正によりまして、より簡易な承認手続で

その地位を承継できることになりました。

この承継事務につきましては相当量の事務

を伴うことから、手数料を徴収するため、関

係規定を整備するものでございます。

具体的な改正の内容についてでございます

が、土地掘削、湧出路増掘、もしくは動力装

置、または温泉利用許可を受けた地位の承継

の承認申請に関する手数料を7,400円とする

ものです。

施行日は、改正温泉法の施行と合わせる必

要があるため、平成19年10月20日といたして

おります。

なお、本条例は、総務常任委員会に付託さ

れております。

以上でございます。

○藤川隆夫委員長 委員の皆様、12時を過ぎ

ましたけれども、このまま続けてよろしいで

しょうか。

（｢はい」と呼ぶ者あり)

○藤川隆夫委員長 はい。

○坂本環境政策課長 環境政策課でございま
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す。

財団法人水俣・芦北地域振興財団の経営状

況について御報告をさせていただきます。

別冊としてお配りをいたしております財団

法人水俣・芦北地域振興財団の経営状況の報

告についてという資料の方をごらんいただき

たいと思います。

２枚めくっていただきまして、１ページを

お願いいたします。

まず、沿革といたしまして、これまでの経

緯を記載いたしております。

当財団は、平成６年９月の閣議了解に基づ

きまして、財団法人水俣・芦北地域振興基金

として、国の要請による金融支援を行うとと

もに、地域の再生振興、協調に関する事業を

推進することにより、水俣病の発生により深

刻な影響を受けた地域の安定、発展に寄与す

ることを目的に設立されたものでございま

す。

その後、平成12年２月に、いわゆるチッソ

支援抜本策が閣議了解をされまして、チッソ

の収益変動に対応したセーフティーネット機

能を果たすため、同年12月に、他の２つの財

団、水俣病問題解決支援財団と水俣・芦北地

域環境技術研究開発支援基金、これを統合い

たしまして、名称も水俣・芦北地域振興財団

に変更されたものでございます。

統合に伴いまして県の出資割合は37.5％に

なっておりまして、議会への報告義務のある

50％を下回っておりますけれども、設立の経

緯等もございまして、例年本委員会に財団の

経営状況を報告させていただいているもので

ございます。

それでは、平成18年度の事業の実施概要に

ついて御説明をいたします。

本財団におきましては、基本財産及び運用

財産、総額80億円の運用益をもちまして、地

域の再生振興、協調に関する事業を行ってお

りまして、平成18年度におきましても、次に

掲げる３つの事業を実施いたしております。

まず、１ページの地域振興事業でございま

すが、地域の産業の振興、自主的な地域づく

り等の活動を行う団体に対しまして助成を行

うものでございまして、平成18年度におきま

しては、２ページから３ページに記載をいた

しております延べ25の団体に対しまして助成

を行っておりまして、３ページの下段右端に

ありますように、助成確定総額は2,531万7,0

00円となっております。

次に、４ページのもやい直しセンター運営

事業でございますが、地域の協調、発展に関

する事業といたしまして、財団法人水俣市振

興公社及び社会福祉法人芦北町社会福祉協議

会が設置、管理しますもやい直しセンターに

対しまして、総額2,543万5,000円の助成を行

っております。

次に、５ページの環境技術研究開発事業で

ございますが、地域の環境技術研究開発を支

援するため、資料に記載の２企業に対しまし

て、合わせて1,755万6,000円余の助成を行っ

ております。

次に、18年度決算について御報告を申し上

げます。

６ページの収支計算書総括表の方をごらん

いただきたいと思います。

当財団には、一般会計と２つの特別会計が

ございます。

一般会計は、先ほど御説明いたしました３

つの助成事業を行っている会計でございまし

て、設備投資資金貸付特別会計は、平成６年

、 、度から平成10年度まで チッソに対しまして

設備投資に係る資金を県から借り入れて貸し

付けを行っておりまして、その経理に係る会

計でございます。また、一時金貸付特別会計

、 、は 平成８年度から平成９年度にかけまして

同じくチッソに対しまして、政府解決策に基

づく一時金に係る資金を県の出資を受けて貸

し付けを行っておりまして、その経理に係る

会計でございます。

まず、一般会計について御説明をいたしま
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す。

事業活動収支の部でございますが、基本財

産及び運用財産の運用収入等合わせまして、

収入計が１億715万3,000円余となっておりま

す。支出につきましては、先ほど御説明いた

しました３つの事業費が合わせて6,913万6,0

00円余、管理費支出は388万9,000円余で、支

出計が7,302万6,000円余となっておりまし

て、収支差額が3,412万7,000円余となってお

ります。

続いて、中ほどの投資活動収支の部でござ

いますが、収入計が48億3,000万円となって

おります。これは、平成18年度中に満期償還

を迎えました国債及び定期預金を一たん収入

として受け入れたものでございます。

なお、この償還のありました資金につきま

しては、改めて国債、定期預金等で運用いた

しておりまして、その額が支出の部の方に計

上されておりまして、固定資産取得支出と合

わせまして、支出計が48億2,862万8,000円余

となっておりまして、収支差額が137万1,000

円余でございます。

なお、財務活動収支の部は、該当がござい

ませんので、一番下から３段目でございます

、 、けれども 当期収支差額が3,549万9,000円余

前期繰越収支差額9,670万5,000円余と合わせ

まして、次期繰越収支差額が１億3,220万4,0

00円余となっております。

次に、設備投資資金貸付特別会計でござい

ますが、平成18年度にチッソから1,691万7,0

00円余の弁済が行われております。これを事

業活動収入として計上いたしますとともに、

これをそのまま県へ返済をいたしております

ので、同額を財務活動支出として計上いたし

ております。当期収支差額はゼロとなってお

ります。また、一時金貸付特別会計につきま

しては、チッソからの返済はございませんの

で、収入、支出ともゼロとなっております。

なお、平成19年度の事業計画及び収支予算

につきまして、19ページ以降に記載をいたし

ております。基本的には平成18年度と同様の

事業を行うことといたしておりますので、後

ほど御参照いただければと思います。

以上でございます。

○古庄環境保全課長 報告事項の31ページを

お願いいたします。

平成18年度大気・化学物質等の調査結果に

ついて報告します。

この調査は、本県の大気環境、化学物質等

の状況を把握し、その情報を県民等に提供す

るものでございます。

(1)の①の大気汚染常時監視調査では、ア

の二酸化硫黄及び二酸化窒素、イの浮遊粒子

状物質につきましては、すべての測定局で環

境基準を達成しております。ウの光化学オキ

シダントにつきましては、全国的にも達成率

が低い状況ですが、17局中１局で環境基準達

成です。

なお、昨年６月に本県で観測史上初めて光

化学オキシダントによるスモッグ注意報を熊

本市に発令し、本年度も天草地域等に４日発

令しております。

②の酸性雨調査につきましては、県下４地

点で雨水の酸性度を継続的に調査していま

す。すべての地点で目安の5.6以下でした。

(2)の化学物質環境調査につきましては、

環境基準が設定されているベンゼン等４物質

は、いずれも環境基準を達成しております。

(3)の騒音調査、①の航空機騒音につきま

しては、熊本空港周辺６地点すべてで環境基

準を達成、②の自動車交通騒音につきまして

は、国道や県道等幹線道路20区間で調査を行

いましたが、評価対象住居のうち88％で環境

基準を達成しています。③の新幹線騒音につ

きましては、環境省の委託で、新八代駅以南

県境までの６地点で調査をし、１地点で環境

基準を達成、環境基準を達成できなかった残

りの５地点につきましては、事業者である鉄

道・運輸機構及びＪＲ九州に対して騒音対策
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を講じるよう要請しています。

なお、補正予算審議で説明いたしました国

委託による調査は、同じ地点につきまして改

善対策後のフォローアップ調査として実施す

るものです。

、(4)の環境放射能水準調査につきましては

降水、大気浮遊じん等を調査しましたが、異

常は認められませんでした。

32ページをお願いいたします。

日本製紙八代工場のボイラーに関する排出

基準違反及び測定記録の改ざんについて報告

します。

１の経緯です。

本年７月10日、八代工場から大気汚染防止

法違反の報告があり、直ちに立入調査や報告

聴取の調査を行った結果、ボイラーばい煙の

基準違反及び測定記録の改ざんの事実を確認

。 、 、 、しました このため ９月３日 工場に対し

速やかな施設管理の徹底、従業員全員に対し

法令遵守の再教育を行うなど、再発防止策を

講じるよう強く指導しました。

２が文書の内容です。

３が立入検査等の実施日です。

４の基準違反及び記録の改ざんの状況です

が、(1)基準違反につきましては、窒素酸化

物について、延べ22日、42時間の基準違反を

確認しました。原因は、燃焼管理の不徹底に

よるもので、再発防止策として、操作マニュ

アルを見直すなど運転方法の徹底、基準違反

物質である窒素酸化物除去装置の設置などの

対策をとることとしております。

(2)の測定記録の改ざんの状況ですが、延

べ６回、102時間行っていました。原因につ

いては、開始の時期や指示者は明らかになり

ませんでしたが、長年担当者に改ざんがルー

チン業務として引き継がれ、上司のチェック

が不十分で改ざんが発見できなかったもので

す。

再発防止策については、全従業員に法令遵

守について再教育を徹底するとともに、電子

データの書きかえ防止ロック機能の追加など

の対策をとることとしております。

次に、34ページをお願いいたします。

荒尾市浦川支流増永川、増永橋におけるＰ

ＣＰ、ペンタクロロフェノールの検出につい

て報告します。

１の経緯ですが、平成16年度の浦川一部橋

での水質調査で、過去農薬として使用されて

いたＰＣＰが検出されたため、浦川、浦川流

域の工場群、工場井戸周辺の地下水の水質調

査を行ってきました。その結果、工場排水、

工場井戸からＷＨＯ飲料水水質ガイドライン

を超える値が検出されました。なお、周辺の

井戸等の調査では、数値として検出できない

か、あるいは極めて低い濃度でありました。

このため、平成18年に、原因究明と改善方

策を検討するため、学識経験者から成る検討

委員会を設置し、その指導、助言を踏まえ、

現在、井戸水、河川等の定期調査を行ってい

るところです。

今回、８月１日の調査で、増永橋で水質保

全目標を超える１リッター当たり9.3マイク

ログラムを検出いたしました。

２の(1)の超過の原因につきましては、流

域のＡ工場で夏季のみ取水する井戸からの影

響の可能性が高いと推定し、(2)の削減対策

として、浦川流域３工場に対し、高濃度のＰ

ＣＰ井戸水を低濃度のものに代用するなど、

３工場合計で排出量を約20％削減し、保全目

標を達成するよう要請しました。

８月27日から削減対策を実施し、(3)の対

、 、策後の調査結果にありますように ９月４日

増永橋で１リッター当たり5.1マイクログラ

ムに減少し、保全目標以下となったことを確

認しております。

以上でございます。

○林田水環境課長 水環境課でございます。

35ページをお願いいたします。

平成18年度に実施いたしました水質調査結
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果が今回まとまりましたので、概要を御報告

させていただきます。

水質汚濁防止法第17条では、河川や海域な

どの公共用水域、それから地下水の水質の状

況を調査いたしまして、その結果を公表する

ことになっておりますので、その結果を報告

させていただくものです。

まず、大きな１番の公共用水域の水質調査

でございますけれども、河川や海域などの水

質の状況はどうなっとるか、それからその変

化はどうなっとるかということを経年的に調

査するものでございます。

(2)の調査方法のところでございますけれ

ども、調査項目につきましては、カドミウム

などの人の健康に影響を与える項目、それか

らＢＯＤ、ＣＯＤなど河川や海域の汚染に関

する項目などについて調査しております。

(3)の調査結果の概要でございますけれど

も、①の人の健康の保護に関する環境基準項

目、健康項目では、弗素が黒川の白川合流域

前で超過いたしました。弗素は自然界にも広

く存在するものですから、この原因は、阿蘇

の火山の関係あるいは温泉の関係だと思われ

ております。

それから、生活環境の保全に関する環境基

準の項目におきましては、代表的な指標であ

りますＢＯＤ、ＣＯＤなどについて調査しま

して、その達成の状況は、36ページの表のと

おりでございます。

まず、36ページの河川、環境基準を達成し

なかったのは表-１でございますけれども、

河川の方が全水域の97％となっておりますけ

れども、これは、48水域中の１水域でござい

ます。それから、湖沼、ダムの方では、緑川

ダム、海域では73.7％となっておりますが、

19水域中５水域達成しなかったということで

ございます。

それから、大きな番号の２の地下水の水質

調査でございます。

これにつきましても、計画的に今地域を定

めて調査をやっているところでございますけ

れども、その結果を公表させていただくもの

です。

(2)の調査の方法のところで、環境調査項

目につきましては、カドミウム、テトラクロ

ロエチレン等26項目を実施しておりまして、

調査検体数は、③に書いとるとおりでござい

ます。

調査の結果は、37ページに記載いたしてお

ります。

表を見ていただくと、弗素、それから砒素

などの自然界に存在するもの、あるいはなか

なか回復しないものといいますか、回復には

時間がかかるものと、いろいろ示していると

おりでございます。

それから、水質調査の結果の後でございま

す。井戸の調査結果の後ですけれども、民間

井戸がほとんどでございますので、飲用に適

しないという場合には、所有者あたりに通知

いたしまして、飲用しないように指導いたし

ておりますし、特に原因あたりわかった場合

、 、は 特にその地域の調査あたり広げていって

原因をもう少し深く調べるというようなこと

にしております。特に硝酸性窒素につきまし

ては、荒尾地域、熊本地域へ特に広がってお

りますので、関係市町村、それから農政部な

どと連携をいたしまして、調査を進めており

ます。

なお、その結果の概要につきましては、お

手元にブルーの冊子をお配りしておりますけ

れども、この中に書いてございますので、参

考になればというふうに思っております。

以上でございます。

○本田廃棄物対策課長 廃棄物対策課でござ

います。

資料の38ページの方をお願いいたします。

まず、最近の取り組みでございますが、今

年度のこれまでの取り組み状況の主なものに

ついて御説明をさせていただきたいと存じま
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す。

まず、４月26日には、地元南関町の総合開

発推進員会が設置されておられますけれど

も、こちらに、先進事例といたしまして、宮

崎県の公共関与処分場の方を視察していただ

いたところでございます。

翌４月27日におきまして、和水町の最終処

分場の地元対策協議会の方から、町長、町議

会に対しまして、建設反対の請願が提出され

たところでございます。

５月に入りましてからは、ことし３月まで

に実施をいたしました地質、地下水調査の結

果につきまして御説明をしたところでござい

ます。

内容について資料に記載をしておりません

けれども、大きくこの調査結果につきまして

は３点ございまして、１点目は、現地の地盤

が非常にかたく、処分場の建設や埋め立て後

の廃棄物の重量等にも十分耐え得る岩盤であ

るということ、それから２番目といたしまし

ては、表層部から深部に至りますまで非常に

水を通しにくい岩盤であること、それから３

番目におきましては、現地におきましては、

地下水が特に顕著に流れている地層、地下水

流動層と申しますが、これが顕著なものは見

られなかったということにつきまして地元の

。 、方に御説明をしたところでございます 今後

さらに調査範囲を広げたり、あるいは季節変

動等を把握するための調査を継続して確認を

してまいりたいというふうに考えておりま

す。

それから、６月20日には、この４月27日に

提出されておりました建設反対の請願につき

まして、和水町の議会で採択をされたところ

でございます。

次に、39ページの方をお願いいたしたいと

存じます。

７月12日には、この和水の町長、それから

町議会議長、それから和水町の対策協議会の

、 、会長など18名の方々が 知事あてには意見書

県議会議長あてに要望書を提出されまして、

知事側といたしましては、金澤副知事の方で

。 、対応したところでございます 和水町からは

この南関町と同一地区内という認識に立った

対応をしていただきたいと、あるいはその地

下水、農業用水、土壌汚染、それから近隣の

交通問題等の不安がございまして、現状では

なかなかこの建設計画を容認できないので、

再検討していただきたいというような御意見

がございましたけれども、県といたしまして

は、県内の環境保全いたしまして、産業を発

展させるための社会資本として、ぜひ整備を

する必要があること、また、皆様方が抱えて

おられる環境への御不安等につきましては、

今後進めてまいります環境アセスメントの中

で、専門家や地元の方々の御意見も取り入れ

ながら、丁寧にこれを御説明して不安を解消

してまいりたいと、また、今後、建設に当た

りましては、現在の知見での最大の技術をも

って不安をぬぐい去れるような対応もしてい

くというようにお答えをしたところでござい

ます。

また、県議会の方では、県議会議長あてで

ございましたが、議長にかわりまして、中原

環境対策特別委員長が、この要望に御対応を

されたところでございます。

それから、８月６日になりまして、この県

議会の対策特別委員会の正副委員長による現

地視察を行っていただいたところでございま

す。

８月23日には、和水町の対策協議会の方か

ら、５月17日に提出をされておりました質疑

書に対する回答を行いますとともに、今後着

手してまいります環境アセス手続の概要等に

ついて御説明をしたところでございます。

また、９月20日には、第２回目の財団設立

の準備会議を開催いたしまして、今後の財団

法人の設立に向けました事務的な準備、調整

について、一通り関係機関等の御了解をいた

だいたところでございます。
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次に、２番目の事業主体となります財団法

人の設立準備についてでございます。

(1)の名称及び(2)の設立目的につきまして

は、６月のこの委員会でも資料に記載をした

とおりでございます。それから、(3)の設立

時期につきましては、これは来月中旬をめど

に財団法人の設立発起人会を開催いたしたい

と考えておるところでございます。その後、

財団法人の設立認可申請などをいたしまし

て、財団設立を行ってまいりたいと考えてお

るところでございます。

なお、(4)の基本財産につきましては、総

額600万円を目標に造成をしたいと考えてお

りまして、県及び全市町村のほか、排出事業

者団体の11団体にも御参画をいただくことと

いたしております。ただ、この市町村につき

ましては、地元の玉名郡市の２市４町におき

ましては、これはまだそうした、ここに記載

をしておりますような地元のいろんなさまざ

まな動きがございます関係上、出捐について

は地元の御理解が得られるまで当面の間は見

合わせたいという御意向をお持ちでございま

すので、財団設立発足当時におきましては、

この総額600万円を若干下回る程度になるか

というふうに見込まれているところでござい

ます。

40ページの方をお願いいたしたいと存じま

す。

(5)の業務内容につきましては、この資料

に記載のとおりでございまして、今年度は、

県が実施をいたします基本設計の内容を踏ま

えまして、環境アセスメント手続に着手して

まいりたいと考えておるところでございま

す。

(6)の役員構成につきましても、この資料

に記載のとおり、理事が10人程度、監事が１

人、それから評議員が10人程度を予定してお

るところでございます。

、 、次に ３の今後の取り組みでございますが

まず、(1)の地元の理解促進に向けた取り組

みでございますけれども、何よりも今後また

地元に御理解を深めていただくことが第一で

ございますので、今申しましたように、今年

度実施をしてまいります基本設計の内容や、

今後約３カ年かけて実施をしてまいります環

境アセスメント手続などによりまして、引き

続き丁寧に御説明をいたしまして、地元の方

々の不安を払拭できるように取り組んでまい

りたいと考えておるところでございます。

次に、(2)の地域振興策につきましては、

公共関与の基本計画におきましても地域振興

に努めると明記をいたしておりますので、今

後、地元市町や住民の方々の意見を踏まえま

して、地元の方々の不公平感等が生じないよ

うに地域振興についても努めてまいりたいと

考えておるところでございます。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○谷﨑水俣病保健課長 水俣病保健課でござ

います。

資料の41ページをお願いいたします。

水俣病対策の状況につきまして御報告をい

たします。

水俣病保健課、水俣病審査課、２課分あわ

せまして報告をさせていただきます。

まず、１の前回の６月定例県議会以降の主

な経緯についてでございますが、７月３日と

それから８月30日の日に与党水俣病問題プロ

ジェクトチームの会が開催されまして、新た

な救済策の考え方が示されたところでござい

ます。

この間、７月29日には、再開後３回目とな

ります認定審査会を開催いたしております。

次に、２の国における新たな救済策の検討

状況につきまして御報告いたします。

まず、(1)の救済策検討に先立ち行われた

、 、実態調査の結果でございますが 実態調査は

アンケート調査と電話による聞き取り調査を

実施しておりますが、このうち、資料には聞
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き取り調査の結果をお示しいたしておりま

す。

、 。調査は 218名の方々に対して行いました

このうち、平成７年以前から四肢末梢優位の

感覚障害の症状があって、診断書などでそれ

を証明できる方というのはわずかに８名しか

おられないということがわかりました。

次のページをお願いいたします。

８月30日に行われました与党プロジェクト

チームにおいて示されました新たな救済策の

考え方について御報告いたします。

①から③まで書いておりますが、まず、①

の平成７年の政治解決の救済対象者に準ずる

者を救済するという考え方を堅持するという

基本的な考え方に基づきまして、②でござい

ますが、現に四肢末梢優位の感覚障害を有す

る者を広く対象として一律に救済するという

考え方で、２つの案が示されております。平

成７年の政治解決では、症状に応じて医療手

帳と保健手帳が交付されます。手帳による医

療費の給付とあわせて、医療手帳では、一時

金と療養手当が支給されておりますが、今回

示された案では、１つは、手当を考慮しない

で一時金のみに重点を置く案、もう一つは、

一時金と手当をあわせた案でございます。

③でございますが、そして、先ほど実態調

査の結果で申し上げましたけれども、平成７

年当時から症状があったと証明できる人に

は、特枠を設けて救済するというものでござ

います。

今後の取り組みについてでございますが、

この考え方によりまして、関係者と協議を重

ね、救済策をまとめていくことが示されてお

ります。現在、この考え方に基づきまして、

先日も与党プロジェクトチームの園田座長と

２団体の意見交換が行われましたが、今後も

協議が重ねられていくものと考えておりま

す。県といたしましても、今が重要な局面を

迎えているということから、いろんな機会を

とらえまして団体の意向把握に努めます。国

や与党ＰＴへの適時的確な情報伝達をするこ

とで、救済策の早期実現に向けた役割を果た

してまいりたいと考えております。県議会の

引き続きの御支援のほどをよろしくお願い申

し上げます。

次に、３の認定申請等の状況につきまして

でございますが、(1)の関西訴訟最高裁判決

以降の認定申請者の数は、８月31日現在で3,

506人でございます。

次の43ページをお願いいたします。

４の水俣病に関する裁判の状況につきまし

てでございますが、これは、これまで御報告

しているものとそう変更はございませんが、

変更している部分だけ申し上げますと、現在

係争中の裁判では、(1)から次の44ページの

。(4)までに記載しております４件ございます

(2)の水俣病認定申請棄却処分取消及び認

定義務付け訴訟につきましては、７月６日に

結審をいたしまして、来年の１月25日に判決

言い渡しの見込みでございます。

以上でございます。

○藤川隆夫委員長 報告が終了しましたの

で、質疑を受けたいと思います。

質疑はありませんか。

○大西一史委員 38ページ、廃棄物対策課に

お尋ねいたします。

公共関与による管理型最終処分場の整備に

ついて、今、それぞれ、るる御説明がござい

ました。ただ、きょうの熊日新聞にも書いて

ありました。財団法人のこの設立準備という

、 、ことに当たって 公共関与の財団に関しては

南関以下、今御報告ありましたとおり、２市

４町が参加をしないというようなことになっ

ています。

まだ住民の皆さんに不安が残る、これは当

。 、然そうでしょう 恐らくその立地をする場所

どういったものができるかと、本当に安全性

は大丈夫なのかということで非常にその辺不



- 39 -

安があるというふうに思いますが、ただ、そ

れでもこれは、そういう不参加という表明が

あっても10月に法人設立を目指されると、こ

れは何でですかね。

○本田廃棄物対策課長 まず、本日でも新聞

の報道がなされて、実は昨日の環境対策特別

委員会の方でも同様のお尋ねがあったところ

でございますが、地元２市４町におかれまし

ては、地元のこういったさまざまな住民の方

々の動きがあるということを踏まえて、財団

の出捐については、ある程度住民の方々の不

安が払拭されまして、建設に同意が得られる

というような見込みが得られるまで、当面出

捐については見合せたいと思うけれども、た

だ、地元の方々の不安を一つ一つ丁寧に説明

するための財団が進めます環境アセスメント

につきましては、ぜひこれに早く取り組んで

いただきたいというような御意見を、これは

２市４町の方からもいただいておるところで

ございます。

したがいまして、この２市４町を除く他の

町村の方々も出捐をしていただくこと、そし

て財団を設立して、そうした早急に環境アセ

スメントの手続に入っていただくことにつき

ましては、この２市４町の方からも御了解を

いただいておるところでございます。

したがいまして、今御説明申しましたよう

に、この環境アセスメントの手続を進めます

までに今後約３年ぐらいかかりますので、そ

うしたことから、私どもといたしましては、

できるだけ早急にこの財団を設立いたしまし

て、このアセスメントの手続に入りたいとい

うふうに考えておるところでございます。

○大西一史委員 今、環境アセスに入るとい

うことで財団をつくりたいということです。

これは、いわゆる早くアセスに入って、そし

てできるだけ早く建設に向けていこうという

ことの前提があってということだろうという

ふうに思います。

ところが、実際、県の平成15年３月に策定

された公共関与の基本計画、これが一応前提

で今すべてが動いているというふうに思いま

すが、この中で、民間処理業者が設置する管

理型最終処分場については平成18年度に不足

が予測される、ほかのページでは平成17年度

と書いてあります。そういったことで、もう

19年度になってまだ、残余量というか、余裕

があるわけですね。足りない足りないと言っ

、 、てて実はあるという状況で 菊池の九州産廃

ここが40万立米ですかね、新たに増設をする

ということになって、それから熊本市内でも

１カ所、現在アセス中というふうに思います

けれども、40万立米のそういう管理型の最終

。 、 、処分場ができそうだと また 報道によれば

三角、宇城市の方でも１カ所、これは80万立

米ですかね、できそうだというような話もあ

ると。

、 、いろいろな民間の計画がある中で 前提が

もうそもそもが変わってきているんじゃない

かなというふうに思うんですね。この県の産

廃公共関与基本計画の中にも書いてあります

けれども、民間による整備が困難な場合は、

それを補完して公共関与により施設の確保を

図る必要があるというふうなことが、計画策

定の趣旨としてこれはもうきちっとうたわれ

ているわけですよね。ということは、まだ少

しこの状況としては、そういう民間の状況が

この計画を策定した段階と現在は変わってし

まっているということがまず１点。

それから２点目として、減量化が進んでい

るんですね。要はリサイクルが進んでて、ご

みの量が減っていると、産廃の量も大分減っ

てきたということで、これは産廃税の方も実

際の予定よりも随分少ない、半額ぐらいです

かね、見込みよりもということで、どんどん

どんどん減量化が進んでいるということで、

残余の期間というのが、私はもう少し余裕が

あるというんではないかなというふうに思う
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んです。

そういう中ですから、逆にもっともちょっ

と時間をかけて地元の人にも説明をする、そ

して参加をしていただいて出捐をしていただ

いた上で、納得の上でアセスの手続に入ると

いうのが私は妥当ではないかなというふうに

思うんですね。ですから、これは計画全体の

前提条件が変わっているということについて

どのようにこれから進めていかれるのか、こ

れを延期、もしくはもう少しちょっと推移を

見守るという、意見聴取も含めてやっていく

という気があるのかどうか。

それから、実際総事業費として、ここだけ

でも83億程度ということで、これは基本計画

になっていますけれども、莫大な財政的な負

担を強いるわけですね。県がこれだけもう予

算がないという逼迫している中で、プライオ

リティーがそんなに高いのかどうかと。民間

で受け入れる量があるのに公共で、財政が厳

しい中でも、あえて80億も100億もつぎ込ん

でやる必要があるのかどうなのか、この点に

ついてお答えいただきたいと思います。

○本田廃棄物対策課長 公共関与のこの事業

そのものについて前提条件が変わっているん

ではないかと、それによってプライオリティ

ーをどう考えるかというお尋ねだったと思い

ます。

確かに今、委員が御指摘のとおり、例えば

各種のリサイクル法が制定をされまして、特

に平成14年の建設リサイクル法、これが制定

された以降におきましては、最終処分量が、

平成12年、13年、この計画策定当時からいた

しますと、半減、それ以上に少なくなってい

るという状況にございます。また、一般の民

間の処分場の状況でございますけれども、こ

れにつきましては、現在埋立容量といたしま

しては、その後、計画策定当時から平成16年

度には、八代の方で３万立米、菊池の方で11

万立米、計14万立米が増床されまして、その

時点では、残余容量が約平成19年度ぐらいま

では何とかいけるんじゃないかというような

見通しが立ったところでございます。

また、今御指摘がありましたように、本年

２月に菊池の方で約39万立米の施設の増設計

、 、画が許可を得て 現在工事中でございまして

本年度には供用開始をするという予定になっ

ております。ただこれも、６月の当委員会で

御説明をいたしましたとおり、この菊池市の

処分場におきましては、長年の紛争状態を解

決いたしますために、菊池市等との協定によ

りまして、平成26年度までには操業を停止す

るということになっております。

、 、一方 そういった残余容量がこの39万立米

それから先ほどの途中での八代等におきまし

、 、て約50万立米超の容量が現在生じて しかも

冒頭申しましたように、最終処分量が、各種

リサイクルの推進等によりまして、約半減い

たしましたおかげをもちまして、この菊池市

の処分場が操業停止をいたします平成26年度

ぐらいまでには何とか残余容量が間に合うん

じゃなかろうかというふうに思っておりま

す。

ただし、それ以降につきまして、これも今

お話が出ましたように、現在アセスメントが

進められております三角それから水俣につき

ましては、なかなか地元の動き等で今後の建

設の見通しが非常に厳しい状況にあるという

ようなこともございます。

それからもう１つ、熊本の方のこの処分場

でございますが、これも現在アセスの手続中

、 、でございますけれども これにおきましては

非常に、御承知のとおり、当処分場におきま

しては、住宅の密集地にございまして、その

受け入れにつきましても、例えば有機物につ

いてはなかなか悪臭等の影響もあって受け入

れがたいというようなこともございまして、

今後の拡張計画におきましても、具体的にど

れぐらいの規模で今後拡張をなされていかれ

るのかと、全体といたしましては約160万立
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米の拡張計画をお持ちでございますけれど

も、具体的には、恐らく受け入れも、その辺

の発生状況、あるいは受け入れ品目等の発生

状況等を見ながら、今後経営上の御判断をな

されていくものというふうに考えておるとこ

ろでございます。

したがいまして、以上の観点から、県とい

、 、 、たしましては 今後やはり 生活環境の保全

あるいは各種産業の安定的な発展といいま

す、そうした上からのセーフティーネットと

いたしましても、この公共関与を進める必要

があるというふうに考えておるところでござ

います。

そうしたことから、今後、アセスメントを

含めましても約３年、その後の用地買収、あ

るいは実施設計、そして建設工事等を含めま

、 、して 最短で進めましても供用開始は恐らく

現在の予定では、平成25年度までかかるので

はないかというふうに考えておるところでご

ざいます。

なお、この当財団につきましては、現在は

南関町を第１の候補地といたしましてこれに

、 、取り組んでおるところでございますが 今後

さらに県全体を視野に入れて、こうした安定

的なセーフティーネットの確保というような

ものも視野に入れながら取り組む必要があ

る、そうした役割を担う財団だというふうに

認識をしておるところでございます。

今後とも、そうした意味で、最初の建設処

分場でございます南関町におきまして、周辺

住民の方々も含めまして、御理解を得るため

のアセスメントの手続にはできるだけ早急に

取り組んでまいりたいというふうに考えてお

るところでございます。

○大西一史委員 ちょっと済みません、長く

なっていますからもう簡潔に行きたいと思い

ますが、とはいえ、今いろいろ御説明があっ

たのはよく理屈としては確かにそうかもしれ

ませんが、あくまでも公共関与事業というの

は民間処理の補完的な役割を果たすというも

のでありますから、そういう意味では、そこ

の民間の部分の動きというのがあっている今

の現状では、それを来月に財団を立ち上げて

アセスをすぐ始めないかぬ状況に今あるかと

言われれば、私はどうかなというふうに個人

的には思います。

半月延ばしても、要は公共関与を私はやめ

ろと言っているわけじゃないんです。公共関

与は恐らく将来にわたって必要になってくる

と思います、民間のそういう処分場建設の是

非というのがあちこちで問われているわけで

すから。やはり公共でも――公共ですらこう

やってできないわけですよ。土地もまだ１筆

もどうにもまだなってないような状況の中

で、私はやはりもう少し丁寧な進め方をして

いくべき、しかも財政的な負担を強いるもの

であるというふうに思います。だから、逆に

言えば、少しぐらいこれは時間的な余裕を見

てもいいんじゃないかなというふうに今感じ

ているんですけれども、部長、ちょっと総括

して、今、お考え、どういうふうに思ってお

られるのか、ちょっと聞かせていただけませ

んか。

○村田環境生活部長 今、課長の方から説明

がありましたように、全体的な公共関与の県

の機能としては、これはやはり保有していく

べきであろうという基本的な考え方を持って

おります。だから、そういう意味では、つく

る方向性というのが１つあるんですが、当然

民間のもの、例えば水俣は今計画があってい

るのは200万立米です。これができればもう

何もする必要ありません。仕事も要らないわ

けでですね。ただ、水俣にしろ三角にしろ、

それからＯＳ、熊本市内のものについても、

現時点では非常に不確定な要素がございま

す。そういう中で、今産業廃棄物そのものが

量的にも減ったとか、いろんな意味で少し息

をついている状況には間違いないと。これは
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もうそのように感じておりますが、そういう

中ではありますけれども、現在この手続を、

もし財団もつくらずにアセスも進まないとい

、 、うことであれば 卵と鶏の関係と同じように

南関町の状況は多分一歩も進まない状態にな

ろうかと思っております。

現実には、今御指摘の部分の民間の処分場

の状況をどのように見きわめるか、もともと

補完ではないかということも当然あろうかと

思いますので、そういうものは、先ほど申し

上げましたように、アセスだけでも３年は最

、 、低かかるわけですので そういう状況の中で

いろんな意味での御意見はまた伺いながら、

いろいろ検討を重ねながら、議会でも特別委

員会できておりますので、特別委員会での御

議論も踏まえながらいかなければならないも

のだろうと思っております。

ただ、現時点では、これをもう完璧にそろ

った時点でスタートということになれば、そ

れは未来永劫にわたって多分進まないだろう

というふうに思っておりますので、基本的に

は、今地元の御理解を得るためには、この流

れは変えられないのではないかというふうに

今の時点では整理しております。

そういう中で、さっき言いましたように、

アセス、途中の中でいろんな御議論はまた賜

るべきことかなというふうに考えておりま

す。

○大西一史委員 今、部長からもそういうお

話ありましたが、時間的に逼迫していないん

であれば、少しその辺は慎重に事を進めてい

ただきたいということを私の方から改めて要

望させていただきます。

以上です。

○藤川隆夫委員長 ほかにはございません

か。

○福島和敏委員 32ページ、環境保全課。

日本製紙の測定記録改ざんについて、この

最後、再発防止策は万全なのか、それだけ聞

かせていただきます。

○古庄環境保全課長 環境保全課でございま

す。

我々といたしましては、引き続きずっと監

視をいたしまして、基準遵守が図られるよう

に見守っていきたいと思います。当然こうい

った改善策、今考えられる改善策、事業者と

してやっておりますので、それを踏まえてし

っかり対応していただきたいというふうに考

えております。

○福島和敏委員 日本製紙は、これに対して

きちんとしているの。

○古庄環境保全課長 はい、正確な金額は把

握しておりませんけれども、例えば窒素酸化

物を逓減する尿素を噴霧する、そういった装

置についてはかなりの投資が要ると思いま

す。

○福島和敏委員 ありがとうございました。

○藤川隆夫委員長 ほかにはございません

か。――よろしいですか。

なければ、これで報告に対する質疑を終了

します。

実は、付託請願の審査を飛ばしておりまし

て、それをしなきゃいけないもんで、そちら

の方に移らせていただきます。

本委員会に付託されました請願を議題と

し、これについて審査を行います。

請第12号悪質商法被害を助長するクレジッ

トの被害を防止するための割賦販売法の抜本

的改正に関する請願は国レベルの問題であり

ますので、執行部の説明は省略いたします。

採決に入りたいと思います。

まず、請第12号についてはいかがいたしま
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しょうか。

（｢採択」と呼ぶ者あり)

○藤川隆夫委員長 採択という意見がありま

すので、採択についてお諮りいたします。

請第12号を採択することに御異議ありませ

んか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり)

○藤川隆夫委員長 御異議なしと認めます。

よって、請第12号は、採択することに決定い

たしました。

ただいま採択と決定いたしました請第12号

は、国に対して意見書を提出していただきた

いという請願であります。

そこで、意見書(案)については作成してお

りますので、事務局に配付をさせます。

（資料配付）

○藤川隆夫委員長 意見書朗読して。

○徳永議事課課長補佐 それでは読み上げま

す。

割賦販売法の抜本的改正に関する意

見書（案）

高齢者に対する住宅リフォーム工事や寝

具の次々販売、呉服等の展示会商法等、ク

レジット悪質商法被害が全国で多発し、つ

いには、多額のクレジット債務に追われた

消費者が自らの命を絶つ深刻なケースすら

発生している。

こうした被害が発生する要因としては、

クレジットは、代金回収と商品の引渡しを

分化したシステムであり、販売事業者が消

費者の資力等を無視した勧誘を行うなどの

構造的危険性を有しているにもかかわら

ず、現行割賦販売法が被害防止に向けた法

改正を十分に行ってこなかったことなどが

挙げられる。

よって、国におかれては、こうしたクレ

ジット悪質商法被害の防止と消費者の被害

回復、さらには、消費者にとって安心・安

全なクレジット社会を築くため、割賦販売

法改正に当たって、次の事項を実現される

よう強く要望する。

記

１ クレジット事業者の既払金返還責任

(無過失共同責任)

被害の集中する契約書型クレジットにつ

いては、クレジットが違法な取引に利用さ

れた場合、クレジット事業者は、既払金返

還を含む無過失共同責任を負うものとする

こと。

２ クレジット事業者の不適正与信防止義

務

契約書型及びカード式も含め、クレジッ

ト事業者は、違法な取引にクレジットが利

用され、顧客に被害が発生することを防ぐ

ための調査等、不適正な与信を防止する義

務を負うものとすること。

３ 過剰与信防止義務

クレジット事業者に、過剰与信を防止す

るための調査義務等を明記し、さらに過剰

与信防止義務違反については、民事効を認

めるなど、同義務が実効性のあるものとす

ること。

４ 契約書型クレジットに関する規制強化

契約書型クレジットについて、カード式

同様、登録制度を導入し、かつ契約書面交

付義務を明記すること。

５ 指定商品(権利・役務)制及び割賦要件

の廃止

原則として、指定商品(権利・役務)制及

び割賦要件を廃止し、支障のある取引につ

いては、ネガティブリストにより対応する

ものとすること。

以上、地方自治法第99条の規定により意

見書を提出する。

平成 年 月 日

熊本県議会議長 村上 寅美

以上です。

○藤川隆夫委員長 御意見はございませんで
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しょうか。――よろしいですか。

（｢はい」と呼ぶ者あり)

○藤川隆夫委員長 じゃあ異議なしというこ

とで取り扱わせていただきます。

それでは、この案を本委員会提出議案とし

て本会議に提出することに決定をいたしまし

た。

それでは、その他に入りたいと思いますけ

れども、その他で何かございませんか。

（｢ありません」と呼ぶ者あり)

○藤川隆夫委員長 ありませんね。

なければ、以上で本日の議題は終了いたし

ました。

最後に、陳情書等が４件提出されておりま

すので、参考としてお手元に写しを配付して

おります。

それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会いたします。

お疲れさまでございました。

午後０時54分閉会
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